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午前10時00分 開議 

（出席議員数17名） 

───────────────────────── 

開  議  宣  告 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） これより、本日の会議を開きます。 

───────────────────────── 

会議録署名議員の指名 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 本日の会議録署名議員には、 

黒 岩 岳 雄 君 

石 上 孝 雄 君 

を御指名申し上げます。 

───────────────────────── 

 日程第１ 市政に関する一般質問 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 日程第１、市政に関する一般質問

を行います。 

 質問の順序は、御配付のとおり、順次、行います。 

 質問は、11名の諸君により、25件の通告があります。 

 質問に当たっては、重複を避け、また、答弁に際しま

しても簡潔にされるよう御協力をお願い申し上げます。 

 それでは、ただいまより、萩原弘之君の質問を行いま

す。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） -登壇- 

 皆さん、おはようございます。 

 それでは、通告に従い、順次、質問してまいります。 

 最初に、富良野市農業及び農村基本計画についてであ

ります。 

 富良野市の農業は、農地面積9,200ヘクタールを基盤と

して、現在約700戸の農業者が営農しており、食料の安定

供給と地域経済の保持、発展に大きくその役割を果たし

ております。 

 本市は、農業、農村の持つ多面的な機能を維持しなが

ら、近年の社会情勢の変化や国の農業政策に対応できる

ような田園都市富良野を目指し、平成20年に富良野市農

業及び農村基本条例を制定しました。そして、この条例

の目的に掲げる第３条の基本理念には、「優良な農地、農

業資源及び担い手を適切に確保し地域特性を踏まえた望

ましい農業構造を確立し、将来にわたり持続的な発展を

図ることで、多様化する需要に即した良質な食料を安定

的に供給するとともに、食料自給率の向上に貢献するも

のとする。」、さらに、「農村は、農業者を含めた地域住民

の生活の場で農業が営まれることにより、農業の持続的

な発展の基盤として役割を果たすものであるので、農畜

産物の供給機能及び国土の保全、水源の涵養、自然環境

の保全、良好な景観の形成等の多面にわたる機能が適切

かつ十分に発揮されるよう、生産条件及び生活環境の整

備その他の福祉の向上が図られなければならない。」と書

かれております。 

 この目的を推進するために、平成21年３月に、富良野

市農業及び基本計画が策定されました。本計画は、平成

25年をもって終了とされ、さらに、平成26年度より５年

間の計画策定に向けて準備が進められていると伺ってお

ります。本計画は、将来の富良野市農業の発展のために

大変重要なものであり、さらに、今後の社会情勢の変動

や多くの諸問題にも適切な対応ができるものにしていか

なければなりません。私は、この基本計画策定に当たり、

最も急務に問題解決に向けて動き出さなければならない

事柄について、市の考え方をお聞きします。 

 最初に、過去の５年間の検証と今後のスケジュールに

ついてであります。 

 平成21年から５年間を経て、庁内での内部検証をどの

ようになされているのか、結果はどうなっているのか、

また、検証結果を、今後、農政審議会でどのような活用

をしていくのか、さらには、前計画策定時には、農政審

議会以外の他団体や市民参加のルール条例にのっとった

意見交換をどのように実施していくのかをお伺いしま

す。 

 次に、担い手対策の考え方についてであります。 

 農業委員会が平成24年度に富良野市農業・農村振興施

策に関する提言書を出され、緊急の課題と、対策として

担い手対策、土づくり対策、排水対策、大型機械化対策

などを挙げております。農家戸数の減少傾向は、なかな

か歯どめがかからず、後継者対策、新規就農者の育成、

第三者継承などの取り組みに成果はあるものの、現況の

問題解決になっていかないように考えます。国内の人口

減少や高齢化が進む中で、農業だけの問題ではなく、行

政や地域環境においても打開策を求められているところ

です。 

 一般に、血縁以外の師弟継承は、新規就農制度や第三

者継承制度により推進をされていますが、血縁以外の財

産継承では、単純に土地やその他の資産を移譲すること

となり、面積を含めた経営規模の拡大にも限界を感じら

れているところです。前計画の施策の中にも農業の持続

的発展に関する施策に６点挙げられておりますが、今後

は新たな施策提案が必要と考えます。血縁継承と血縁以

外の継承の大きな違いは、財産継承のあり方の課題があ

り、そのため、血縁以外の継承には就農者の財産や資金

力が大きな採用判断とされているところです。 

 私は、今後の取り組みとして、事業規模が大きくなり、

後継者のいない農業者の経営継承対策と技術継承をしっ

かり移行するために、指導期間や研修期間の延長を図り、

農家資産に干渉されない事業継承を行うための仕組みづ

くりや、資産を徐々に移行する手段の構築が必要と考え
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るところですが、市長の今後の取り組みについてお伺い

いたします。 

 次に、農産物や農産加工品の海外輸出支援のあり方に

ついてであります。 

 昨年、国は、農業政策を新たな指針をもって農業戦略

と位置づけ、優良な農産物を海外に輸出して、より高価

格で安心・安全な商品を売り込むことにより、所得倍増

計画なるものを提案してきました。現状の農業情勢から

考えるとき、また、国は農業を持続的な施策目標を持つ

ことなく、絵に描いた餅を見せているにすぎないことに

ひどく落胆を感じているところです。 

 しかし、近年、農産物を海外に出荷している産地は徐々

に拡大され、本市においても、各民間団体が韓国や台湾

に試験輸出を試みているようです。本市の農産物は、言

うまでもなく北海道を代表するものが数多く、観光に訪

れる海外旅行者も、富良野農産物を使った食事の提案も

観光資源として期待をされているところです。 

 今後、さらなる農産物に対するグローバルビジネスの

推進に向けて、意見交換会や協議会の設置の検討、講習

会、講演会、販売支援をする必要があると考えますが、

見解をお伺いいたします。 

 次に、現状の9,200ヘクタールの農地面積の維持につい

てであります。 

 先ほども申し上げました農家戸数の減少に伴い、10年

後には430戸程度の農業者しか維持できない予測が立て

られております。単純に現耕地面積を戸数で割り返すと

21ヘクタールを個々が所有することになり、現在、作付

をしている作物には限界があり、農地や作物の集積化を

図り、作業の集約化を推進することは必要不可欠と考え

ます。前計画にも、農地の有効利用の促進としてさまざ

まな取り組みをしてきましたが、全体像を掲げるだけで

なく、各地域における農地の実態をきめ細かく把握し、

地域ごとの推進計画の策定が必要と考えます。さらに、

作業集約や農地の有効利用を推進するために、営農組合

や営農組織の設置に向けた施策が必要と考えますが、市

長の見解をお伺いいたします。 

 次に、農業施策の農産物及び６次加工品のパンフレッ

トの作成についてであります。 

 農産物の販売手法は、いまや一般商品と変わらないく

らいトレーサビリティーやＧＡＰでの内容表示はもとよ

り、セールスポイントを押さえたパンフレットやリーフ

レットの添付、さらには、さまざまな情報メディアを利

用した売り込み戦略などが当たり前になってきておりま

す。富良野の農産物は、その知名度から、多くの消費者

に注目をしていただき、利用をいただいております。産

地にとって農産物の生い立ちやそのものの価値を伝える

ことは、使命であり、責務でもあると考えるところです。 

 本市にとっては、この優良な農産物は、重要な観光資

源でもあり、観光アイテムとしても売り込みをかける必

要があると考えます。国内販売はもとより、海外にも目

を向けた手法でのパンフレットの作成やウエブサイト利

用でのＰＲ支援を行う考えがあるか、お伺いをいたしま

す。 

 次に、学校教育の充実に向けた取り組みについて、教

育長にお伺いします。 

 本市の教育環境は、学校施設の整備充実、学校教育の

あり方を示す富良野市第２次学校教育中期計画を策定

し、子供たちの自立心を育み、学力、体力ともにさまざ

まな学校での特徴ある取り組みがなされているようで

す。各学校も、開かれた学校を意識し、地域住民やＰＴ

Ａの協力のもと、教育に関する地域評価を取り入れた検

証と課題提起、解決に向けた対策をして、その成果もさ

まざまな分野で育ってきているように思います。 

 しかし、日々、淡々と子供たちの環境が変化していく

中、さまざまな状況で子供たちの心境の変化や行動の対

応に気を休めることはできません。近年、学校や教育の

評価制度は充実しつつあるようですが、果たして子供た

ち自身はいかがでしょうか。 

 子供たちの環境を把握する上で、Ｑ－Ｕアンケート、

内容につきましては、楽しい学校生活を送るためのアン

ケートというものがあります。このＱ－Ｕアンケートの

目的として、１点目に児童個人の個人内評価を把握する、

内容としては、いじめ被害、学級不適切傾向の把握、無

気力傾向とその要因の把握、２点目に学級集団の状態を

把握する、３点目に学級集団と児童個人との関係を把握

する、４点目に定期的に実施することでその変容を把握

することなどであります。このことを調査することによ

り、子供一人一人の意欲や満足度などを測定できること

と、いじめのもとになる原因の早期発見や学校内での問

題を早期に発見して、教職員内で問題意識の共有と議論

のきっかけとなり、よりよい学校教育の向上を図るため

のツールとして広く導入すべきと考えますが、見解をお

伺いします。 

 以上、１回目の質問を終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

 萩原議員の御質問にお答えをいたします。 

 １件目の富良野市農業及び農村基本計画についての１

点目、過去５年間の検証と今後のスケジュールについて

であります。 

 本年度策定を進める新たな富良野市農業及び農村基本

計画は、平成26年度から30年度までの５カ年間を計画期

間とするものであります。これまで、現行基本計画の着

実な推進のため、毎年度、ローリング作業を行ってきて

おりますが、新たな基本計画の策定作業に当たっては、
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ＴＰＰ協定や日豪ＥＰＡなどの影響の大きさを見通せな

い中、平成24年度から持続可能な農業及び農村づくりを

推進するための重点取り組みとした人づくり、基盤づく

り、システムづくり、産地づくりの四つの柱などについ

て、しっかりとした現状認識が必要であることから、内

部検証を進めているものであります。 

 まず、人づくりについては、新規参入者確保のための

就農支援会議を中心とした受け入れ及び育成システムの

構築、事業継承のための新たな取り組みである北海道農

業公社を介した第三者継承、経営感覚にすぐれた担い手

の育成、確保のための農業セミナー等を行ってまいりま

した。これらの取り組みに加え、国の所得補償制度など

の効果などもあり、農家人口、農家戸数、就業人口など

は予測より減少幅が小さい現象になっております。今後、

新規就農数や農業従事者を確保することは、いままで以

上に困難になると見込まれていることから、農業、農村

を支える担い手の確保は、今後も大きな課題として残っ

ていると認識をいたしているところであります。 

 次に、基盤づくりにつきましては、さまざまな補助事

業の活用、市単独の畑作物等生産環境改善促進事業等に

より、生産性の高い経営基盤の確立を推進するとともに、

圃場の排水改善、畜産飼料の自給率向上、生産環境と経

営管理への積極的な取り組みを誘導いたしました。あわ

せて、担い手への農地の集積、６次産業化の取り組みを

支援してまいりました。これらの取り組みの結果、一定

の低下を見込んでいた地域の農業所得は、維持されてい

る状況にございます。 

 しかしながら、農地の面的集積や排水性の悪い圃場が

まだ多く残っていることから、引き続き、生産基盤の確

立に取り組んでいく必要性があるものと考えておるとこ

ろであります。 

 システムづくりに関しましては、今後、厳しさが増す

と予想されます農業労働力の確保のため、北大と連携し、

農業労働力の需給実態についての調査を進めてまいりま

した。今後の農業労働力の確保は、農業従事者の高齢化、

人口減などという背景がありますので、調査結果等を参

考に仕組みづくりを急ぐ必要があると考えているところ

であります。 

 最後に、産地づくりにつきましては、消費者から信頼

される産地形成のため、ＧＡＰの取得やエコファーマー

の育成、さまざまな食に関する資格取得の支援等による

産地イメージ向上への側面支援に取り組んでまいりまし

た。その結果、安全・安心に関する意識が高まる等の成

果が出ていると考えております。今後は、情報化の一層

の進展が予想されますので、より強力な安全・安心に関

する情報発信ができるよう、引き続き、側面的な支援を

継続する必要があるものと考えております。 

 これらの重点取り組みのほか、現行基本計画において、

新たに取り組んだ農村問題に関しましては、農村実態調

査等を通じて地域と話し合いを進めたことを契機とし

て、地域資源を活用し、地域を活性化しようとＮＰＯ法

人樹海の里ネットワーク、ジビエふらの等が設立をされ、

また、既存組織であります富良野麓郷地域協議会等は活

動を活性化させるなど、明るい兆しが見えてきておりま

す。 

 以上の取り組みにより、課題に対する成果が一定程度

出ているものと判断しておりますが、持続可能な農業及

び農村を構築するためには、引き続き、４本の柱を一層

太くしていかなければならないと考えております。新た

な基本計画において、人づくりは、基盤づくり、システ

ムづくり、産地づくりの３本の柱を機能させる役割を担

うものでありますので、特に力を入れていく必要がある

と考えております。 

 次に、新たな基本計画の策定スケジュールについてで

あります。 

 ７月に富良野市農政審議会を設置いたしまして、市の

内部の検証結果をさらに検証して、農政審議会の最終検

証結果としてまとめていただくとともに、関係団体など

と担い手対策や農地の流動化、輸出、経営継承等に関し

て意見交換を行い、市として、今後の５カ年間で重点的

に実施すべき施策を検討し、計画案を取りまとめていく

考えでございます。その後、農政審議会に新たな基本計

画案を諮問し、審議、答申を経て、パブリックコメント

手続の後、平成26年３月を目途に新たな基本計画を決定

してまいりたい、このように考えているところでござい

ます。 

 ２点目の農業担い手の考え方についての経営継承方法

に関する御質問であります。 

 本市における経営継承は、親族への相続による方法ま

たは第三者への売却による方法が一般的となっておりま

す。第三者への売却は、現役農業者あるいは新規参入者

に対して売却するものであり、これらの者に資産を分割

して資産を移転している状況にございます。 

 今後、中核的に本市農業を担っている団塊の世代のう

ち、後継者のいない農業者のリタイアが本格化すると思

われます。この世代の経営体の事業資産は非常に大きい

反面、受け手の絶対数が少ない状況にございます。事業

資産を分割せずに継承させることが望ましいと考えてお

りますが、新規参入者にとっては、資金面の課題、引き

継ぐ期間が短いことによる営農技術、地域内における信

頼関係、取引先等の無形資産の継承がほとんどできない

という課題がございます。また、現役農業者においても、

規模拡大に伴い、必要となる人材の確保等に課題が発生

するものと認識をいたしているところであります。 

 今後、第三者に対して大きな経営を円滑に引き継ぎ、

もって本市農業生産力を維持させるためには、これまで
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の一般的な方法に加え、現経営者が参入者を共同経営者

として時間をかけて育成する方法、さらには、経営継承

用法人を設立し、段階的に資産を移転させる方法などの

新たな方法を調査研究していかなければならない、この

ように考えているところでございます。 

 ３点目の農産物の海外輸出支援についてであります。 

 現行基本計画においても、海外需要への対応について

は課題としておりますが、平成22年度からメロンは香港

へ、平成23年度ではメロンがシンガポール、マレーシア

へ、平成24年度には牛乳が香港へ輸出されたとお聞きを

しているところであります。新たな基本計画策定に当た

りましては、輸出を推進すべきかどうかについても、市

内青果業者などと意見交換を行ってまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 現在のところ、農林水産省、北海道開発局、北海道庁

のほか、ジェトロ等の支援団体が相談窓口の設置及び事

例集を発行して技術的支援を行っておりますので、これ

らの支援情報を収集、分析し、輸出を考えている市内事

業所に対し、アドバイスできるノウハウの蓄積を図って

まいりたいと考えているところでございます。 

 ４点目の農地面積の維持についてであります。 

 農地面積の維持及び有効活用の推進のため、農地は担

い手へ集約が進んだものの、面的には十分に集積できて

いない状況にあると考えております。現行基本計画にお

いては、農地の流動を最適化させる手法を確立し、面的

集積を図るという目標を掲げ、これまでに農用地利用集

積円滑化事業を導入いたしましたが、十分な効果が出て

いない状況でございます。 

 地域内での流動化を基本に、地域内の農地の実態、担

い手の経営状態、作付状況等を十分把握した上で、スケ

ールメリットを生かせるよう面的集積を図ることは重要

でありますが、まずは地域が主体性を持って分散した農

地の解消を目指す意識を持ってもらうことが重要と認識

をしておりますので、市といたしましては、農業委員会

と連携をし、地域に出向き、話し合いの場をつくってい

くことから始めていきたい、このように考えているとこ

ろでございます。この中で、地域内にある営農集団や営

農組合などがどういった機能を有し、その役割として地

域は何を期待するのかについても話し合うように配慮し

ていきたい、このように考えているところでございます。 

 ２件目の農業施策についての農産品及び６次加工品の

パンフレットの作成についてであります。 

 現状では、富良野市が支援するふらのグリーンフラッ

グ及びふらの観光協会のホームページにおいて、農産物

及び農畜産加工品を、また、富良野物産協会が発行して

おりますパンフレットでは農畜産加工品を紹介している

ところであります。また、市といたしましては、観光ト

ップセールスなどの機会に、本市の農産物及び農畜産加

工品のＰＲもあわせて行っているところであります。 

 これまで、農産物に関しては、消費者よりも流通業者

に対するアピールが重要であったため、ＪＡなどの出荷

業者がみずからＰＲを行っていたものと考えておりま

す。現行基本計画におきましては、消費者との直接取引

の増加を予想し、個別農家を対象として、冬期農業セミ

ナーにおいても、商品開発、販売、情報発信などの指導

をするとともに、販売者自身によるＰＲを推進してまい

りました。また、直接取引などの経営多角化に取り組む

農家数は、2005年と比べて減少している状況にあります

が、今後、農産物や農畜産加工品のＰＲにつきましては、

農産加工業者や加工品の数、直接取引の物量などを総合

的に判断しながら効果的な方法を研究してまいりたい、

このように考えているところでございます。以上であり

ます。 

○議長（北猛俊君） 次に、学校教育について御答弁願

います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

 萩原議員の３件目の学校教育の充実に向けた取り組み

についてのＱ－Ｕアンケートの導入についてお答えいた

します。 

 これまでも、各小・中学校の児童生徒に対し、いじめ

アンケート調査を年２回実施し、さらに、平成23年度か

ら、学校関係者評価の中で児童生徒にも学校及び学級内

での授業等についてのアンケート調査も実施しながら、

検証、評価、改善に努め、少人数指導の徹底を図ってき

ているところでございます。 

 そのような中で、今回、Ｑ－Ｕアンケート調査の導入

の提案でございますが、本アンケートにつきましては、

早稲田大学教育学部河村教授が提唱している心理テスト

であり、学校生活での意欲と学級満足度の調査、自由記

述アンケートで構成されております。この調査は、いじ

めのもとになる原因の早期発見や学校内での問題の早期

発見のための有効な手段の一つとして認識をしており、

現在、市内では小学校１校、中学校１校で取り組んでい

るほか、小学校１校が本年度試行する予定でございます。 

 また、本年度、北海道教育委員会、北海道医療大学が

共同開発したコミュニケーション能力や日常生活等への

満足度、精神的な満足度など、児童生徒をより深く理解

するための子供理解支援ツールほっとの活用を北海道教

育委員会において推進されており、市内各学校での活用

が検討されているところでございます。 

 今後、富良野市教育委員会といたしましても、学校教

育における心の教育の充実が重要な課題であると考えて

いることから、いじめアンケートを初め、Ｑ－Ｕアンケ

ート、ほっとなども活用し、各学校においては、児童生

徒を深く理解しながら、分析結果をどのように教育現場
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に反映させ、問題を抱える児童生徒に対する適切な指導

方法の構築と、教職員が問題意識を共有し、議論を深め

るきっかけとなるよう取り組んでまいりたいと考えてお

ります。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問はございますか。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） それでは、１回目の質問に従い

まして、順次、質問させていただきます。 

 平成26年から始まるのは２期目の計画になると感じて

おりますけれども、いま、私が気になるところというの

は、基本的に意見交換をされるという団体ですが、前の

５年前に意見交換をさせていただいたところに新たに加

わる団体等があれば、その団体をお知らせいただきたい

と思います。 

 もう一つは、市長が、いま、お話しされた四つの柱の

中で、私は、基本的に四つ全てがうまくいけば本当にそ

れにこしたことはないでしょうけれども、やはり、担い

手をどういうふうにつくっていくかという作業が一番大

変な部分なのかなと感じているところから、その後の質

問になった経緯がございます。 

 このことについて、現状の中で、私がいま質問をさせ

ていただきました継承のあり方は、企業にとってみると、

いわゆる分散する形というのは、一つには分散型、それ

から、全部へ買い取ってしまうような、いわゆる企業で

言うＭ＆Ａという方式みたいなものがあります。いまは

どこの企業でもそういう形の中で事業継承がなされてい

る現状にありますが、Ｍ＆Ａは農業にはちょっとなじま

ないという感じも受けておりまして、その背景をもって

考えると、やはり、法人化組織、もしくは、それに見合

うような会社組織の構築が必要になってくるというふう

に私は考えております。 

 将来的な部分の中で、法人化ということについても何

かお考えがあれば、お聞かせいただきたいというふうに

思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

 経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） 萩原議員の再質問にお答えい

たします。 

 ２点ほどあったかと思います。 

 まず、第１点目は、新計画に策定において、意見交換

をする団体は新たに加わるところがあるのかということ

でございます。 

 現行計画を策定したときは、先ほど議員からの御質問

にあったとおり、基本条例と基本計画をセットにして策

定作業を進めてまいりましたが、その段階では17団体と

意見交換をさせていただいております。今回につきまし

ては、議員から質問もありますとおり、青果業者の皆さ

んとの話し合いはどうなのだということもございます。

前回については、そういうくくりでの意見交換をしてお

りませんので、青果業者の皆さんとは意見交換をしてい

きたいというふうに思ってございます。 

 それから、２点目の四つの柱のうち、人づくり、担い

手づくりが非常に重要であるということでございます。 

 これについては、私どももそのように考えているとこ

ろでございます。基本的には、農家の後継者、農家子弟

の後継が基本にあるということは変わらないというふう

に思っておりますが、新規参入という意味で外から新た

な血を入れるということに当たっては、いま実施をして

おります２年あるいは３年間の研修によってすぐ経営を

始めるということについては、できる方もいらっしゃい

ますし、なかなか厳しい方も出てくると思います。そう

いうことを含めまして、法人化については一つの手段と

いうことで有効ではないかというふうに思っておりま

す。 

 そして、先ほど市長から答弁させていただきましたけ

れども、経営継承に当たっては、共同経営者になって段

階的に継承していく、あるいは、事業継承を前提とした

法人ということも今後は考えていく必要があるのではな

いかというふうな御答弁をさせていただきました。いま、

市内で農業経営されている皆さんの有形、無形の資産を

分散するということは、決してプラスになるというふう

には思っておりません。その事業を財産の一部として分

散するのではなく、できる限り事業として継承するとい

うことについては、これからもその方法について十分研

究してまいりたいというふうに思っております。以上で

ございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） いま、お話をいただいた継承の

事柄についてであります。 

 私自身、いま、農業がどんどん大規模化をしていって、

資産がどんどんふえていって、なおかつ、先ほど部長が

言われたように、それを分散するというのは、やはり、

経済的な部分についても困難であるというようなことか

ら考えると、いまの共同経営者を構築する部分において、

研修制度というもののほかに、農業者という部分、それ

から農業経営者として、もう一つは作業員という部分の

人々のつくり込みが何かしら必要ではないかというふう

に私は考えております。 

 また、特に、共同経営者を確立するのであれば、やは

り、やる気のある方々を、いろいろな形で受け入れ農家

を募集するなり、それからもう一つは、欲を言えば、研

修地等を構築していく中でその設置に当たっていくべき

というふうに考えますが、いかがですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 
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○市長（能登芳昭君） 萩原議員の再質問にお答えさせ

ていただきます。 

 特に、担い手の問題は、平成26年度から30年度の次期

の５カ年においても、大変重要な課題の取り組みという

ふうに認識をいたしております。先ほど一般質問でござ

いました農業委員会からの建議の中にもそういうお話が

あったわけでありますから、行政といたしましても、さ

らに積極的な対応をしなければならない、行政がみずか

ら立ち上げた研修の内容を充実させるような、そういう

状況づくりをしていかなければないと、いま、かたい決

意を持っているところであります。 

 少なくとも、富良野市においては農業が基幹産業でご

ざいますから、その基幹産業をこれからも継続的に後世

に残していく、そういう形を人づくりからするというこ

とを基本に置きまして、来年度から行います農業及び農

村基本計画の中で、具体的な中で、行政がかかわってい

くような状況づくりをさらに進めていきたい、このよう

にいま考えているところであります。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） いまの継承のお話を伺った中で、

平成26年度には、より具体的なお話が出てくるのかなと

いうふうに期待をいたしております。 

 また、さらに、農業継承という部分だけではないとい

うところでは、いまの富良野市の現状も、基本的には高

齢化というものに直面している問題としてあるところも

含めてですけれども、研修制度を確立するということを

含めて、仮に経営者が50代、60代になっているときには、

後継者がいないこと自体、もう既に明らかにわかってい

る状況ですので、その方々との懇談を含めて、いろいろ

な検討課題を持ってすり合わせをしていくような形が望

ましいのかなというふうに私は考えて、将来、５年、10

年たった後に検証できるような形の取り組みを今後の基

本計画の中に盛り込みをしていただく、そのように検討

していただければと思います。 

 次に、海外の輸出にかかわる部分の御質問でございま

す。 

 先ほどの御答弁の中にあったように、多様な形の中で、

市内における青果業者を含めて、組織団体等もいろいろ

な試みを持っているというふうに私も伺っております。

現状の中で、私は、観光資源であるという部分は農産物

も同じ考えであるということを踏まえて、先ほど、そう

いう作業の中に、いわゆるウエブサイト、それからパン

フレット、リーフレット等というようなお話をさせてい

ただきました。 

 このことについて、いま、お話を伺うと、市直営では

なくて、ほかの団体の中でなされているような実態はご

ざいますけれども、市自体の中のホームページを利用す

るとか、そういうお考えはないのか、お伺いをしたいと

思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） 萩原議員の再質問にお答えい

たします。 

 先ほどの市長の答弁の中で、各種団体等を通じていま

やっている状況にあるということで、青果業の皆さんと、

今後、そのことについて力を入れていくべきなのか、ど

ういう手法があるのか、どういう作物があるのか、品目

があるのかということについて話し合いを続けていきた

いというふうに思っております。 

 現在、パンフレットは市が直営ということでのお話も

ありますけれども、各種団体がつくっているパンフレッ

トにつきましても、具体例を申し上げれば、昨年度、韓

国あるいは中国、台湾向けにパンフレットをつくりたい

というようなお話があったときに、韓国、中国を担当し

ている市の嘱託職員もおりますので、そちらのほうで側

面的に翻訳等のお手伝いをさせていただいておりますの

で、今後につきましても、市のそのような情報ツールを

使っていけるものがあれば検討していきたいというふう

に思ってございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） それでは、教育の活性化につい

て質問をさせていただきます。 

 先ほど、教育長のほうから、いまのＱ－Ｕアンケート

の利用実態についてということで、２校が既に活用され

ていると。いろいろな文献を見ますと、基本的に、この

アンケート等も含めて、教職員の活力というか、エネル

ギーが必要であるというような事柄が数多く記載されて

おります。いまの実態の中で、山部小・中学校が利用さ

れているということですけれども、この部分についての

分析の評価、それから、教職員のＱ－Ｕアンケートに対

するイメージ等がわかればお話をいただければと思うの

ですが、いかがですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 萩原議員の再質

問にお答えいたします。 

 いま、山部小・中学校でＱ－Ｕアンケートを実施して

いる部分での評価ということでございます。 

 この評価につきましては、残念ながら、まだ取り組み

が始まったばかりというふうに聞いております。今後は、

先ほどの答弁にもございましたけれども、道教委のほっ

とも、ほかの学校で実施をするということでいま検討中

でございますので、私どもとしては、これらの結果も含

めて、時間をいただきながら評価を進めていきたいとい
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うふうに考えております。 

 いずれにしても、教職員が、これらの結果を情報共有

しながら、どのように学校運営、学級運営、そして子供

たちの指導をしていくかということが大切だと思います

ので、これらにつきましては長い時間をかけながら取り

組んでいきたいと考えております。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 10番萩原弘之君。 

○10番（萩原弘之君） いま、現状の中で、まだ始まっ

て間もないというお話をいただきました。いま、市内の

小・中学校については、いろいろな手法があるかと思い

ますので、それをある程度整理しながら、よりよい成果

の上がるものにしていただきたいというふうに考えてお

ります。 

 それから、先ほど教職員の話題にちょっと触れたので

すが、実質、子供たちのかかわり方という部分の中で、

生き方とかあり方など、先ほどの教育長の答弁の中にあ

ったように、心の教育というところに大きな問題点を提

起できるアンケートではないかというふうに私は感じて

おりますので、このことを全学校にいろいろな形で情報

公開していただきながら、よりよい学校教育に努めてい

ただけるように教職員に協力をお願いして、子供たちの

心の教育の充実を図るべきというふうに考えます。 

 またさらに、いま、子供たちの視点からという形の中

で、学校現場にある新たな状況が見えてくるのではない

かと思いますので、ＰＴＡ、それから地域住民の方々に

ついても、個人情報の部分に差し支えがない状況の中で、

地域との交流、懇談、情報交換をしていくべきというふ

うに考えますが、いかがですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 萩原議員の再々

質問にお答えをさせていただきます。 

 私は、まず、学級内において、先生方と児童生徒が信

頼関係をしっかり築いていくということが一番重要にな

ってくると思います。あわせて、保護者にとっても、先

生あるいは児童生徒等を含めて信頼関係を築いていくこ

とがやはり重要になってくると思っております。 

 そこで、先ほど部長から御説明をさせていただいてお

りますけれども、私どもも、いま、市内の小・中学校で

挨拶運動を徹底させていただいております。これは、い

ま、御存じのように富良野西中学校でスタートいたしま

した。私も、いま、バッジをしておりますけれども、Ｚ

ＥＲＯ運動をスタートさせていただいております。学校

評価の中でも、いろいろなジャンルの質問の中で、それ

ぞれ子供たちも、あるいは保護者も、地域の方々とも、

本当に信頼関係を築きながらいろいろな調査結果を出さ

せていただいております。 

 今回、Ｑ－Ｕアンケート、あるいは、ほっとというこ

とも含めて、いじめの調査も年に２度ほど実施をして、

それは全て公表させていただいております。先ほど萩原

議員も質問の中で触れておりましたけれども、やはり、

分析した結果をどう教育現場にしっかりと反映するか、

やはりこれが重要な部分になってくると思います。 

 私も、常に学校訪問をしながら、先生方に対しても、

全て情報を共有する、共通理解、共通認識の中で隠し事

なしで進めていこうということで、いま、学級内のいろ

いろな形も、先生方一人一人が、君はこの学級内におい

て役割を持っているのだ、必要なのだということを常に

発信して、このことが信頼関係をしっかり築き上げてい

るなというふうに捉えているところであります。そして、

地域の方々あるいは保護者の方々も子供たちをみずから

の手で守り育てていきたい、そういう機運がいま高まっ

てきているな、こんなふうに捉えているところでありま

す。 

 御提案いただいている件につきましては、いろいろな

調査もありますので、今後、校長会とも協議をしていき

たい、こんなふうに思っております。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で、萩原弘之君の質問は終了

いたしました。 

 ここで、10分間休憩いたします。 

─────────────── 

午前10時52分 休憩 

午前11時00分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 次に、今利一君の質問を行います。 

 ７番今利一君。 

○７番（今利一君） -登壇- 

 おはようございます。 

 通告に従いまして、順次、質問してまいりたいと思い

ます。 

 最初に、保育所再編後の新たな施設の利用者の意見聴

取についてお伺いいたします。 

 どの親も、どんな人でも、我が子のみならず、いい子

に育ってほしいと望む気持ちは、みんな、一律であると

思います。本来、人間は、もともといい人になれるよう

になっているようでありますが、特別すぐれた親でなく

ても、普通の親に育てられれば、いい人に育つそうであ

ります。ところが、思春期には、余りいい子だと格好悪

いという感覚があって、その時期を悪ぶりながらすり抜

ける人が多い。すり抜けた後、最近は、もとに戻れない
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人が多いようです。 

 いい人に戻りにくい原因の一つに、子供時代の思い出

が余りないことが原因と言われております。周りの人と

の触れ合いやさまざまな体験で満ち足りた記憶が少ない

ために、そのまま、それが大人になってからの価値観や

考え方の基準になるわけであります。子供だったころの

感覚を持つ、このことは人間にとって重要なことだとわ

かります。自分が小さかったことを思い出すことによっ

て、小さな者、弱い者をかばってあげようとする気持ち

が芽生えてくるのではないでしょうか。 

 こんなことがありました。ある学生が我が家に実習に

来ました。５人の学生が我が家にグループ住まいの１週

間でありました。そんなに文句も言わず、日中は農作業、

夜は私につき合い、飲み会と、過ごしておりました。そ

の飲み会のある席で、先生希望の学生が、飲んだ勢いで、

俺は小さいときにいじめられたから先生になったらいじ

めでやると言ったのです。おいおい、ちょっと待ってく

れよと言いながら、その場はそれで終わりました。この

ように、小さいときの記憶というのは、とてもとても重

要なわけであります。 

 木の上で暮らしていた我が祖先の猿が草原におりて敵

に食べられずに生き延びたわけは、子だくさんであった

り、群をつくれてコミュニケーションがとれたからだと

言われております。若い人の間では、いま、携帯メール

が主要コミュニケーションのツールになっていますが、

メールではなかなか心情は伝わりません。これからは、

言葉によるコミュニケーションの重要性を知っている人

が、それを伝えていかなければならないと思うのであり

ます。 

 人と人とがつながって言葉ができ上がります。いまは、

話をしない子がたくさんいると聞いております。テレビ

やビデオに話しかけても反応がない。それなら、いっそ

のこと、黙っているほうがいいと本能的に感じるのだそ

うであります。こうして考えると、幼稚園、保育所は非

常に重要な場所です。コミュニケーションの苦手な世代

に我が世代がコミュニケーションの重要性をきちっと教

えられる場所であるはずであります。 

 コミュニケーション、これは、通信の情報の伝達であ

ります。情報を送り手側から受け手側に伝えることであ

ります。未来のための保育所づくり、未来の富良野を背

負って立つ子供たちの家づくり、この情報が保育所に通

わせる親の人たちに伝わり、そして、それらの家づくり

に参加し、子供たちの未来を語る、そんなことが大切で

はないでしょうか。こうした本来の市民参加の形、これ

が協働のまちづくりではないでしょうか。 

 しかし、そんな形になっていないのは、なぜでしょう

か。市長は、選挙公約の中で、確かに、まちの中に保育

所をつくると明言いたしました。それと同時に、情報の

公開、市民参加、そして協働のまちづくりを唱えたはず

であります。あの請願署名運動は、親が子供に対してい

い子であってほしい、いい子に育ってほしいという一心

での親の願いだというふうに私は捉えております。さき

に述べたように、市民、理事者側として、しっかりとコ

ミュニケーションをしていかなければならないと思うと

ころであります。 

 もう一度、言いますが、新保育所建設に当たり、利用

者の意見をどのように聴取していくのか、市長の見解を

お伺いするところであります。 

 次に、私は、統合保育所に対してお伺いいたします。 

 統合保育とは、健常者、障がい者を一緒になって保育

していくというものであります。その重要性というのは、

いま、述べたとおりであります。新保育所を建設するに

当たり、統合保育をどのようにするかは語られていませ

ん。また、保育所建設に当たり、こうした保育の中身に

ついて語ることは、いままでもなく、どのように行われ

ていくのか、方向性が見えていない状態にあります。 

 健常児、障がい児の統合保育の今後の方向性について

お伺いいたします。 

 次に、通告の観光振興計画についてお尋ねいたします。 

 山部を皮切りにして、このところ三つの観光計画が発

表されました。その序章には、市長が常日ごろ言われて

いる農村環境観光都市の形成があります。山部の観光計

画では、訪れる人や住んでみたいと思う人を優しく迎え

入れる魅力あふれる山部、東山については、農村環境観

光都市のように地域として多様な旅行者のニーズに対応

できる四季を通じた観光振興策を目指すとしておりま

す。 

 観光の政策として、豊富な北の峰観光振興計画におい

ては、スキー場を中心にした19目に及ぶ具体的な戦略が

報告されておりますが、いままでのとおり観光協会が力

を入れてきた要素が高いように思うのであります。強い

て言うのであれば、スキー場斜面、耕作放棄地のところ

に花観光、花を植えるということと、朝日ヶ丘公園を中

心にした全天候型の屋内遊戯場施設やスポーツ施設、キ

ャンプ場としての利用の検討とあります。いずれにせよ、

三つの観光振興計画の目玉となるのは一体何なのか、こ

れらの地域でどのような事業を展開しようとしているの

か、お伺いいたします。 

 次に、地域高規格道路の完成後における地域の振興計

画についてお伺いいたします。 

 市長は、地域高規格道路期成会会長として、地域高規

格道路の推進を積極的に進めておりますが、プラスの面

ばかりではないと思われます。実際、富良野道路完成後

の北の峰は、北の峰の地域観光、景観をアピールするも

のではなく、トンネル道路になってしまうのであります。

この三つの観光計画のうち、地域高規格道路の件で語ら
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れているのは山部地域だけであります。山部の振興計画

の中では、今後開通予定の富良野から旭川道路の開通に

より、スムーズな観光客の移動が可能になる、観光客に

来ていただけるような魅力を発信していく必要があると

書かれております。スムーズな移動ができるということ

は、そこに立ち寄る可能性もないと判断され、今後の商

業、農業の姿をどのように捉えているのか、また、三つ

の地域は、点での発展を、連携により、点を線にし、面

にしていくことが重要であると考えますが、どのような

地域振興を図っていくのか、市長にお伺いいたします。 

 次に、計画遂行に当たり、市民参加についてでありま

す。 

 計画書の中には、「地域の人たち」という表現が多く使

われております。観光計画推進に当たっては、地域の住

民の皆さんが主役となる取り組みが必要と考えますが、

地域の方々はどのようにかかわっていくのか。北の峰地

域住民のみならず、市民の皆さんは、この地域振興計画

を全く知らない人もいるわけであります。また、東山、

老節布、西達布といったそれぞれの課題を持った地域も

あります。どのように推進していくのか、お伺いいたし

ます。 

 また、地域で頑張ってやっている方々、こだわりを続

けてやっている人もおります。そんな人たちをどのよう

に支援していくのか、お伺いいたします。 

 最後に、地域にある多くの課題と地域観光計画とのか

かわりについてお尋ねいたします。 

 一つ目は、地域課題解決のため、地域観光計画はどの

ように地域の活性化を図ろうとしているのか。 

 二つ目に、農業と観光の連携は欠かせないものがあり

ます。富良野市の観光において、今後、どのような取り

組みがなされ、発展させていくのか、お伺いいたします。 

 三つ目に、これら地域において交通網手段の問題があ

ります。その場所で、ゆっくり観光する、ゆったり観光

行するといったことが考えられます。ウオーキングやサ

イクリングといったものがそれでありますが、ただ、漠

然と歩くのではなく、そこにルート設定、ルート案内が

されていたり、そのほか、紹介する案内や案内板がある

と和むと思いますが、これらの案内板の整備をどのよう

に考えているのか、お伺いし、第１回目の質問といたし

ます。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

 今議員の御質問にお答えをいたします。 

 １件目の保育所再編における新たな施設の計画につい

ての１点目、施設計画の策定に当たり、利用者からの意

見聴取についてでありますが、経過を含めた御答弁をさ

せていただきます。 

 （仮称）総合こども園の建設計画については、建設計

画の公表後、富良野こどもの未来を守る会から富良野市

議会に対して提出された総合こども園（仮称）の建設見

直しに関する請願について、平成24年第１回富良野市議

会定例会において採択をされ、地方自治法第125条の規定

による請願の送付を３月21日付で受け、その処理の経過

及び結果について、同法同条に基づき、５月21日付で報

告をさせていただいているところであります。この間、

市といたしましては、市民参加手続を行う中で、地域懇

談会、各種団体との意見交換で951名の参加をいただいて

意見交換をさせていただき、さらに、パブリックコメン

トでは72名の方からの意見提出をいただくなど、多くの

市民や団体より御意見をいただいてまいりました。 

 これらの結果、共通した意見としては、交通、防犯、

駐車場、園庭の狭さ、環境等の課題に集約をされたとこ

ろであり、いずれの課題についても解決することが可能

であるとの判断により、昨年６月の第２回定例会におい

て、東４条街区に新たな保育施設を建設することについ

て行政報告を行い、８月には、保育所の保護者に対して

文書により建設場所の決定をお知らせしたところであり

ます。 

 新たな保育施設の具体的な設計作業におきましては、

子供たちが健やかに育まれる環境づくりを基本とする中

にあって、長年、保育業務に携わり、保育所内での乳幼

児の状況を最も理解、熟知し、また、日ごろより保護者

と接し、保護者の意向を十分踏まえた中央保育所並びに

麻町保育所から保育士が４名参加をし、13回の話し合い

により設計図を作成してきたところであります。 

 今後、市街地再開発事業のこれまでの経過や今後の予

定、課題とされていた交通、防犯、駐車場、園庭の狭さ、

環境等の改善方策、さらに、施設設計の概要について、

中央・麻町保育所を利用している保護者を対象に説明会

を開催する予定でございます。 

 ２点目の健常児、障がい児の統合保育の実施について

であります。 

 市の保育所では、健常児と障がい児を同じクラスで保

育を行う統合保育をこれまでも実施しており、障がい者

や発達のおくれなど支援の必要な子に対して、保育士の

追加配置を行い、現在、認可保育所においては19名、僻

地保育所では２名の受け入れをしているところでありま

す。 

 統合保育は、ノーマライゼーションの考え方のもと、

同年代の子供たちにとって当たり前の生活を障がいのあ

る子供たちにおいても可能な限り実現させるために必要

な支援を提供するものであります。また、同じクラスで

の保育によって、時間と空間を共有し、相互に影響しな

がら生活することから、集団行動の規律による協調性が

身につく、障がいのない子供が思いやりを持ち、偏見を
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持たないようになるなど、大きな効果があるものと認識

をしております。このため、統合保育につきましては、

保育所再編後においても引き続き実施をいたしたいと考

えているところであります。 

 次に、２件目の北の峰・山部・東山地域観光振興計画

についての１点目、計画策定における各地域の方向性に

ついてであります。 

 山部地域と東山地域におきましては農村地域であり、

北の峰地域につきましては、地域住民に加え、観光客が

共存している地域であるため、それぞれの資源や特色を

生かした地域の主体的な取り組みを基本に推進を図る必

要性があることから、山部地区におきましては、農業体

験や農産品をめぐるツアーや直売所といった農業を中心

とした取り組みに加え、リサイクルセンターや森林を活

用した環境学習、スポーツ施設の利活用、地域住民を講

師とした山部＠まるごと体験村の各種体験などにより、

交流人口の拡大を図り、活力ある農業振興、地域住民と

の交流による地域活性化を目指しているところでありま

す。 

 東山地域におきましても、農業体験や自然景観を生か

したウオーキングイベントの開催、直売所による農産品

のＰＲなどを中心に取り組みを進めており、農業と自然

景観を生かした交流人口に地域活性化を目指していると

ころであります。 

 北の峰地域におきましては、富良野市の観光が始まっ

た出発点の地域であり、スキー場を初め、演劇工場、自

然塾など多くの観光資源や宿泊施設が存在するととも

に、移住者も居住する地域であります。核となる富良野

スキー場では、夏、冬を通した取り組みや花観光の推進、

スポーツイベント、飲食店との連携、各種体験など、住

んでよし、訪れてよしの地域づくりに向け、観光客と地

域住民の交流による地域活性化を目指していきたいと考

えているところであります。 

 次に、２点目の地域高規格道路完成後における３地域

の振興についてであります。 

 現在、建設中の地域高規格道路の完成により、救急や

災害への対応、農産物の流通や観光客の移動など、利便

性の向上が図られるものと考えております。そのような

中、観光面では、見る、食べる、体験する、人に出会う

などといった観光客が観光地を訪れる理由や目的がある

ことから、３地域においてもしっかりと地域資源を生か

し、訪れてよしの仕組みをつくっていくことが重要であ

ると考えております。 

 次に、３地域の連携についてであります。 

 個人・団体旅行においては、市内の各地域で宿泊をし、

富良野の四季折々の自然景観や体験、各種イベントなど

を堪能されており、特に修学旅行では、北の峰地域に宿

泊をし、山部や東山の農業者の協力により農業体験を行

っているところであり、本年度は2,441名を受け入れる予

定になっております。また、生涯学習センターにおける

富良野市の歴史や文化の学習、東大演習林の環境学習、

ウオーキング、サイクリングや、地域ならではの食の提

供など、３地域の特色を生かしながら連携を深めていく

ことが地域の振興につながっていくものと考えていると

ころであります。 

 次に、３点目の計画遂行に当たっての市民参加と連携

についてであります。 

 ３地域の観光振興計画の策定に当たりましては、地域

住民や関係団体などと十分な意見交換を行い、地域の現

状や課題を把握するとともに、目指す方向性や各種方策

など、地域と一体となって計画を策定してきたところで

あります。現在、各地域では、活性化を最優先の取り組

みとして活動を続けており、山部地域におきましては、

ＮＰＯ法人山部まちおこしネットワークや山部＠まるご

と体験村などの取り組み、さらに、クリエーターズマー

ケットや菊花展などのイベント開催、東山地域におきま

しても、樹海の里もりあげ隊やＮＰＯ法人樹海の里ネッ

トワークなどによるウオーキングイベントやふるさと祭

りなどの取り組みが、現在、推進されているところであ

ります。また、北の峰地域におきましては、北の峰地域

振興対策協議会を核として、各種団体などが連携をし、

花観光や西岳登山、雲海の展望など、地域が一体となっ

た取り組みを進めているところであります。 

 今後も、地域での取り組みに対しましては、地域が主

体的に活動できるよう側面的な協力支援を行ってまいり

たい、このように考えているところであります。 

 次に、４点目の地域課題につきましては、みずからに

よる解決に向けた取り組みや努力が重要であると認識を

しております。また、地域観光振興計画の取り組みにつ

きましては、地域と行政などが連携することにより、地

域の活性化につながっていくものと考えております。 

 次に、農業と観光の連携につきましては、農業を育て、

観光でもてなすことを基本に、修学旅行を初めとする農

業体験の受け入れや、生産者と飲食店などが連携したグ

リーンフラッグ事業が展開をされているところでありま

す。今後は、豊富な農畜産物を生かした６次産業化の取

り組みや受け入れ体制の整備など、さらに地域の魅力を

高めて連携することにより、地域の活性化が図られてい

くものと考えております。 

 次に、ウオーキングやサイクリングといった観光のル

ート設定や案内板の整備につきましては、既存のマップ

などの活用を行うとともに、関係機関などと協議し、調

査研究をしてまいります。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 再質問はございますか。 

 ７番今利一君。 

○７番（今利一君） まず最初に、再編後の新たな利用
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者の意見聴取についてであります。 

 市長が、いま、おっしゃった冊子ですが、何週間か前

に我々にも御説明していただきましたけれども、説明会

を開くというふうなことは、いまの御答弁でわかりまし

た。 

 ただ、問題なのは、私が思っているのは、実は、専門

家である保育士が４名ほど入って新たな施設のことに関

していろいろとレクチャーをしているというふうなこと

はわかるわけでありますけれども、私は、やはり、市民

参加、いわゆる協働のまちづくり、協働で施設をつくっ

ていくと。これから、富良野市民のために、富良野市民

の将来を担う子供たちのために、私たちは何を残してい

くのかということが非常に重要な部分だというふうに思

うのです。そのためには、施設をつくるに当たって、多

くの人たちの意見を聞くという方向が重要だと思ってお

ります。 

 例えば、我々市民連合は士別に行ってきました。その

ときに課題として見えてきたのは、保育士が、これがい

い、あれがいいということで二十数回にわたって会議を

開いて施設をつくった、しかし、それでも、やはりこう

すればよかった、こうやってやったほうがいいというふ

うな課題は残ったと、そのときは非常に残念がっており

ました。 

 そういった意味からすれば、私は、市民の皆さん、い

わゆる親の人たちがそこに参画して、意見を聞いて施設

をつくり上げていくということが非常に重要になってく

るのではないかというふうに思いますけれども、市長の

考えをお伺いいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 今議員の再質問にお答えをさせ

ていただきたいと存じます。 

 市民参加の定義づけのお話でございます。 

 情報開示と市民との対話というのは、私の市政運営の

基本的な考え方であります。議会において、再三、今議

員から御指摘がありますけれども、市民参加の意義の中

で、直接的にお話し合いをする状況づくりも大切なこと

であります。しかし、ある程度の状況づくりが満たされ

るような状況の中において、総合的な判断をするという

状況の中においては、それぞれ現場の保育士の意見とい

うものは大変尊重しなければならない課題であります。 

 私どもといたしましては、先ほど答弁させていただき

ましたとおり、これからも建設に当たっての内容等につ

いては、保護者とも十分御意見を聞きながら進めていき

たいというのが基本でございます。これにはそれぞれ予

算的なものも制約される問題もあるでしょう。あるいは

また、３世代交流という、市街地の中で―昨年の議会

でも、また市民懇談会でもいろいろ出ていました。そう

いう世代の交流の中で、まちのにぎわいを取り入れる、

これも、先ほど御質問があったように、子供たちの将来

にとって、お年寄りとの話を得ることは大きく成長して

いく過程において必要性のあるものであるというふうに

私は認識をいたします。ですから、そういう状況を十分

踏まえた中で、市民対話と情報開示というものは適切な

時期に適切に開示し、お話合いをしていく、こういうこ

とがこれからも行政を行う上の基本姿勢であるとお話し

申し上げ、さらに、私の考え方についてお答えをさせて

いただいた次第であります。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 ７番今利一君。 

○７番（今利一君） 私は、いまの市長の答弁で、市民

参加というのは非常によくわかったような気がいたしま

す。 

 ただ、少なくとも、先ほども私が言いましたように、

では、協働のまちづくりとは一体どういうことなのか。

いま、市長が言うように、親の人たちを集めて意見を聞

くということをするか、しないかは、いまの答弁ではわ

かりませんけれども、そういった意味では、やるという

ふうなことを伺っていいのかどうかわかりませんが、そ

れも、いま、半信半疑です。でも、親の人たちの意見が

設計に反映されたりしていくのでしょうか。 

 先ほども市長の答弁にありましたように、４人のプロ

がいるからいいのだということではなくて、いろいろな

問題点を持った親御さんたちがいるというふうに私は思

っております。例えば、私は、統合保育の話もしました。

障がいを持った人たちもいます。そういう人たちの意見

というのは反映されていくのかどうなのか、協働のまち

づくりというふうな意見を含めて、その辺を御答弁願い

たいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 今議員の再々質問にお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 協働のまちづくりというお話でございますけれども、

当然、協働のまちづくりというのは、行政を運営する大

きな一つの柱であります。今議員の御質問を聞いている

と、全て個々の人の意見を聞かなければまちづくりは進

まないように私には聞こえるわけであります。一つのま

ちづくりというのは、大きな団体を通して個人の意見を

吸い上げた上で団体としての意見として聞く場合もござ

います。それから、地域懇談会でやっている地域の課題

の中で個人の考え方でお話しされる方、あるいは、将来

の展望に立ってお話しされる方、それについての意見交

換は、これは協働のまちづくりの意見交換会として大変

貴重な意見の場としての捉え方であります。 

 ですから、全部の市民の意見を聞くということは到底
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できないことであります。私は、既に７年を経過してい

るわけですけれども、地域懇談会は毎年実施しておりま

す。お話をしたいということで御案内を申し上げても、

集まらない現況も最近は見えているわけであります。で

すから、私としては、間接的であっても、コミュニティ

推進員を配置しながら、いろいろな角度で連合会を通じ

て町内会と話し合いをさせている、これも一つの話し合

いのまちづくりなのです。 

 ですから、御質問から、直接的に言わなければ、これ

はまちづくりの対話ではないという受けとめ方をするわ

けですけれども、私としては、ただいま申し上げました

全てのお話を通じて、団体であろうが、個人であろうが、

そういう総合的な判断においてまちづくりというのは協

働でやるものである、私はこのように理解し、実施して

きているところでございますので、その点は、今議員に

おきましてもひとつ御理解を賜りたい、このように思う

ところであります。 

○議長（北猛俊君） ７番今利一君。 

○７番（今利一君） 全ての意見を聞けというふうに捉

えて、私の発言がそういうふうな発言であったとすれば、

それは申しわけないと思っています。 

 ただ、この問題に関しては、市長が最初にるる経過を

説明していただきました。問題はそこなのですね。市民

のほうは、簡単に言えばしこりが残っているのですよ。

そのしこりを解消するというのは、理事者側がみずから

行ってそのしこりを解消していかなければならないとい

うのが理事者側なり市長自身ではないでしょうか。私は

そう思うのです。ちゃんとやっていただきたいという言

葉は変ですけれども、また、誤解を招いてはいけないと

思いますが、そのしこりを、できるだけ市民の皆さんに

理解していただけるような、そういう姿勢をとっていた

だきたい。私の言う協働のまちづくりというのは、そこ

にあるのではないかなという感じがするのですけれど

も、市長の考えをお聞きいたします。 

○議長（北猛俊君）御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 今議員の再々質問にお答えさせ

ていただきたいと思います。 

 今回の問題につきましては、議会に請願が出された問

題で、議会が採択をしたわけです。ですから、これは、

いま、お話がありましたけれども、当然、議会人として

もこの問題については責任の一端があるというふうに感

ずるわけであります。ですから、それぞれの議員におき

ましても、125条で調査し、御回答申し上げた状況の中で、

そういう誤解をしている状況の人がいるのであれば、そ

れぞれの議員が議員としての御説明もする必要性がある

のではないか、このように私は感ずるところであります。 

 そういう意味で、私は今議員の御質問にお答えをさせ

ていただきますけれども、現実に誤解をしている人たち

について説明を付す、こういうお話でございますが、私

は、先ほど御答弁させていただいたとおり、保護者につ

いては、８月に全員のもとに経過を含めたお答えを文書

でお届けしている状況でございますから、私は、それぞ

れの保護者は誤解をしている状況にはならないのではな

いだろうかと。そういう一つの手段を怠るのであれば、

いま、御質問があった経緯の中でそうだというふうに言

わざるを得ません。しかし、細心の注意を払いながら、

それぞれの方々に、それぞれの立場に立って文書回答を

させていただいていることですから、私は、これほど親

切に対象者に当たっているということはなかなか―

私としても、それぞれの考え方に基づいて指示をし、担

当の部でも指示された状況の中でお話し合いをさせ、あ

るいは、文書についても御説明をさせていただいている、

こういう経過でございます。それ以上のことをやれ、あ

るいは、誤解しているからさらにお話をすべきだという

御意見に対しては、これからの状況の中で御説明をさせ

ていただいて理解を求めていく、これが私の考え方でご

ざいますので、御理解を賜りたい、このように思うとこ

ろでございます 

○議長（北猛俊君） ７番今利一君。 

○７番（今利一君） いま、市長の言われたことですけ

れども、私は、責任があるからこうして一般質問をして

いるわけであります。そういうふうに理解していただき

たいというふうに思います。 

 考え方が違うということよりも、私がさっき言ったの

は、しこりなのですよ。それを取り除くのは理事者側で

はないのかというふうなことを私は申し上げているので

す。文書で答えを申し上げたというよりも、いわゆる面

と向かってというか、先ほどの１回目の質問で言いまし

たが、コミュニケーションをとるということが非常に重

要だと思うのです。先ほど言いましたけれども、人間は

言葉があります。その言葉と言葉がぶつかり合っていろ

いろな意見を発していくということが重要ではないので

すか。私は、それが協働のまちづくりだというふうに考

えているのですけれども、御答弁をお願いします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 再三の御質問にお答えをさせて

いただきたいと思います。 

 誤解を招く、あるいは、説明不足がある、反対する理

由に答えていない、こういうことが誤解を招く状況づく

りになっているのかという感じはいたしますけれども、

私どもといたしましては、今回の建設場所についてはそ

れぞれ賛成する方も反対する方もいたわけであります。

全員の反対ではないということも、これは、今議員も御

理解をしていただきたいと思います。そういう状況の中
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での話し合いで説明をさせていただいたわけでありま

す。 

 私は、現実の問題として、富良野こどもの未来を守る

会の皆さん方とも、最終会においては３時間にわたって

お話し合いをさせていただいた経緯があります。再三再

四のお話し合いをして、最終的に３時間に及ぶお話し合

いをして御理解を賜ったというふうに感じていたわけで

ありますけれども、さらに、いま御質問を受けた中では、

誤解を得ているのではないかというお話であります。し

かし、私どもといたしましては、そういう理解はいたし

ておりませんので、その点は、今議員におきましても私

どもの御説明に対してひとつ御理解を賜りたい、このよ

うに思うところであります。 

○議長（北猛俊君） ７番今利一君。 

○７番（今利一君） 先ほど言いましたけれども、誤解

ではないのですよ。しこりが残っている、そのしこりを

どういうふうに解決するかなのですよ。理解してもらえ

ないでしょうか。 

 私は、そういうふうなことが、いま、人間にとって重

要だということを一般質問の最初にしたのですよ。最初

の言葉なのですよ。その心情をわかってやってください

よ。私は、そこが重要ではないかというふうに思ってお

ります。 

 これ以上、何度、市長と話しをしても意見のすれ違い

が生じるだけの話になってしまうのでないかというふう

に思いますので、この件に関してはやめにします。ただ、

一部の親御さんがそういうふうなことになっている、だ

から、そのしこりを取り除くためにやってほしいという

ことであります。 

 次に、地域観光振興計画についてに移らせていただき

ます。 

 東山、山部と北の峰に関して質問いたしました。いず

れにせよ、東山、山部、北の峰は、先ほども言いました

ように北の峰に関しては観光の要素が非常に大きいわけ

です。そういった部分では、観光施設なんかもきちんと

ありますし、非常に安心して見ていられると言ったら変

ですけれども、そういった意味ではいいのではないのか

なという感じがします。でも、このままでいってはだめ

ですね。ある意味では、攻めていかなければならないと

いうふうなことなのだろうと思うのです。 

 ところが、３地域の計画書を見せていただいたときに、

では、攻めていくのは一体何なのか。私流に言わせると、

目玉は一体何なのだろうというふうに感じるのです。そ

の辺で、先ほど山部と東山に関しては農業だから農業の

振興を図っていくというのはわかるのです。そこで、ど

こをどういうふうにしてやっていくのか、具体的にどう

なのかという部分をお聞きしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 商工観光室長山内孝夫君。 

○商工観光室長（山内孝夫君） 地域観光振興計画のそ

れぞれの地域についてどのように取り組むかという御質

問かと思います。 

 まず、観光推進計画全体の構成についてお話し申し上

げたいのですが、全体を網羅している形の中に富良野市

観光推進計画というのがございます。その中で、四つの

柱、滞在型、通年型の推進や受け入れ環境、それから、

誘客持続可能な推進という大きな柱の中に、20ほどの具

体的な戦略としてこのように全体を網羅した中で進めよ

うということで組み立てがなされています。この全体計

画の地域版として、山部、東山、北の峰ということで地

域計画としてそれぞれ起こしています。例えば、20戦略

のうち、それは全体を網羅してございますので、それを

ベースに、山部地域においては13、東山地域においては

14、北の峰地域においては19ということで、地域資源、

それから、これからその地域でどのように展開していく

のかということを含めた特徴を生かしながらつくってい

るのが地域の推進計画というような構成になっておりま

す。 

 そのような中で、先ほど答弁させていただいたとおり、

例えば、山部、東山においては、やはり農業が基幹とい

うところが一つ重きにありますので、それをベースとし

て、農業者たちと連携をしながら、また地域活性化をど

のように図っていくのかという視点での取り組みを主な

重点取り組みとして行っております。また、北の峰地域

においては、農業されている方もおられますけれども、

先ほど答弁を申し上げましたように、富良野観光の出発

の地域でもございます。そのような中で、それぞれ宿泊

施設、それから、住んでおられる方、いろいろな方がご

ざいますので、その方たちと十分な意見交換を行いなが

ら一緒に全ての計画をつくってきました。これは、３計

画ともそうです。いわゆる地域主体で物事を組み立てな

ければならないので、まず地域の意向を十分掌握して、

その思いをどのように反映させていくのかというのが地

域計画となります。 

 では、目玉が何か、具体的にどうなのかというのは、

先ほどお答えいたしましたように、山部であればクリエ

ーターズマーケットや菊花展など、それぞれ地域の思い

があって取り組んでいます。それから、いま、山部の体

験村はＮＰＯ法人でスタートしましたけれども、非常に

積極的にかかわっていただいております。 

 先ほどの答弁の中では全体的な話だったのですが、現

在、農業委員、それから、農業にかかわる議員にも手伝

っていただきながら、農業で生産されたものを今度はい

かに商業のほうにつなげるかということで、積極的に飲

食店、旅館関係の方を含めて議論をしながら、意見交換

しながら、どうやったらうまくお客さんが富良野に来て
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喜んでいただけるのかという取り組みをずっと行ってお

ります。 

 そのような中で、本年度も、例えば、山部であれば越

冬野菜ということで、いままでなかった新たな取り組み

も地域の農業者の協力を得ながら進めています。また、

旅館では、仕入れは基本的に富良野の野菜を中心に取り

入れましょうということで、いろいろな取り組みを進め

ていただいております。いわゆる最終的な考え方は、イ

メージとして言いますと、目標として言いますと、いわ

ゆる住んでいいまち、住んでよし、それから訪れてよし、

この二つをテーマにお話ししていきたい、そして、それ

に向かってオール富良野で取り組みをやっていきたいと

いうのが全体的な概念の考え方です。 

 ということで、細かい点につきましては、先ほど第１

回の答弁でお話を申し上げたのが主たる概要で、その地

域を生かした取り組みを行うというような状況で進めて

いるということでございます。 

○議長（北猛俊君） 質問はございますか。 

 ７番今利一君。 

○７番（今利一君） 先ほど、私は１回目の質問の中に

入れましたけれども、北の峰は非常に素材が高い。観光

地としては、全国的に非常に名高いものがある。それを

今後どうやっていくのかといった部分で、スキー場のラ

ンディングバーンを花畑にするとか、あるいは、耕作放

棄地を花観光にするというふうなことを具体的にここで

述べていますね。私は、そういったものがやっぱり山部

や東山に必要なのだと思うのです。 

 いま、山部のことに関しては、クリエーターズマーケ

ットが一つと、それから、山部＠まるごと体験村という

ふうなことをおっしゃいました。東山に関しても、越冬

野菜をやっていくのだというふうなことを言っておりま

す。だけど、それだけで本当に足りるのかなと。非常に

課題が多い中で、そういった意味では、もっと率先して

これとこれをやっていこう、そのためには、地域住民を

巻き込んでいかなければならない、そういう姿勢が必要

ではないかと私は思うのです。次の次になってしまいま

すけれども、そういった意味では、非常に重要なものな

のだろうというふうに思っております。 

 次の質問に移ります。 

 先ほど、地域高規格道路ということを言いましたけれ

ども、地域高規格道路に関しては、述べているのは山部

だけなのです。課題はもう見えているのです。先ほど言

いましたけれども、北の峰地区においては、トンネルの

中で素通りしてしまうのではないかということも考えら

れるどころか、もうそういうふうな格好で進んでいます

よね。私は、これで本当にいいのかというふうな部分が

あるのです。 

 素通りするということは、この富良野もさよならと行

ってしまう可能性もあるわけですよ。その辺の部分をど

ういうふうに解消していくのか、先ほどの問題と絡みま

すけれども、その辺はどういうふうに考えておられるの

ですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 今議員の再々質問にお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 北の峰の観光振興と高規格道路との兼ね合いでござい

ますけれども、もう既にルートが決まっているわけであ

ります。ですから、当然、このルート決定については長

年にわたっていろいろな議論があったわけで、これはも

う今議員も御承知の上での御発言だというふうに感じま

す。 

 そういう中で、北の峰地域というのは、観光ばかりで

なく、将来、富良野に来て住んでいただけるような地域

の場所としても好まれている地域であるというふうに私

どもは認識をしております。移住、定住の協議会におい

ても、いま、そういう状況の中で、北の峰地域について

住んでいただけるような状況づくりもしていかなければ

なりません。なぜ、そういう状況づくりが必要か。北の

峰地域は、観光地域であるとともに、居住地域でありま

す。ですから、多くの方々に住んでいただく状況づくり

もあわせてやっていかなければならない地域である。そ

して、既に農振の除外地域についても実施をしているわ

けであります。農業振興地域を外すということは、地域

の農地を減らすということにもつながっていくわけであ

りますけれども、地域の発展を支えていくということで

あれば、そういう状況も富良野地域においては必要性が

あるという判断で現在まで来ているわけでございます。 

 ですから、いま、御質問にあった中で、それぞれ高規

格道路という形の中で素通りというお話がありましたけ

れども、もちろん富良野市におりる場所というのはちゃ

んと決められておりますから、そこからおりてくる状況

づくりよりも、富良野におりなければならないような状

況をつくっていくということが大事なことであって、そ

ういう状況づくりをする一つの起点が北の峰観光振興計

画に基づいて実施していくのですよと、こういうふうに

御理解をしていただければ幸いである、このように思い

ます。 

○議長（北猛俊君） ７番今利一君。 

○７番（今利一君） 農振地域を外すという部分に関し

ては、私は、農業委員会の会長に、いまは通告してい

ませんから、また後ほどということで、次回の質問にし

たいというふうに思います。 

 最後の地域課題というふうなことについて移りたいと

思います。 

 東山振興計画の中では、こんなふうに書かれておりま
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す。東山地域観光計画の弱みというところで、７項目あ

ります。その７項目は、宿泊施設、商店が少ない、核と

なる観光スポットの整備が不十分である、農業と観光が

結びついてない、ＪＲのアクセスがない、活躍する人が

固定化している、こういう課題が与えられているのです。

この課題を解決することが振興計画につながるのだろう

と私は思っているのです。 

 地域要望でも何でもないのです。市長が書いた７項目

をきちんと解決することによって、東山地域の観光は上

がっていくというふうに考えますけれども、その辺はい

かがですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 今議員の御質問にお答えをさせ

ていただきたいと存じます。 

 私は、今議員のお話を聞いていると、全て行政が計画

を立てて市が実施するのだというふうに聞こえてなりま

せん。地域振興計画というのは、地域がついているとい

うことは、地域の人たちがみずから立ち上がって、将来、

そこに恒久的に子々孫々まで農業をやっていく状況づく

りをどうやってつくっていくかというのが一つの課題の

取り組みなのです。いま、観光振興計画をつくったから

農業が栄えるというような状況ではないわけでありま

す。基本は、農業をやることによって、それに付加価値

を高めるものが観光であり、環境であり、そういうふう

に融合する形の中でまちづくりを行うというのが私の基

本的な考え方でございます。 

 ですから、当然、いまお話があった件につきましては、

買い物の関係につきましては、もう既に２年前に実態調

査をやって25名の方々から聴取をいたしました。そのう

ちの５名の方々が、みずからが富良野のまちまで来て買

い物ものができるような状態にしてくれという御意見が

あったわけであります。しかし、現実的には、そういう

ことはできないわけですから、いま、市民生協なりでそ

れぞれお応えできるようなバスを走らせてやっていると

いうのが、これは、その後の結果、行政としてもお願い

をした一端でございまして、それが、いま、普及して東

山の家庭までも運んでいただける、こういう家庭までの

状況づくりができた、こういうことでございます。これ

と観光振興計画とを一緒にするような中身ではないとい

うことでございますので、この点、ひとつ御理解を賜り

たいと思います。 

 もう一つは、東山がこれから農業を基盤とする中で、

私は、トウモロコシの価値というのは相当高い状況にご

ざいます。ですから、私は、このトウモロコシを年間通

してできるような、これは将来の夢かもしれません。し

かし、これは、やる価値が十分ございますので、そうい

うことが地域の振興につながる経済的なものも、１例を

挙げましたけれども、これは課題に対するこれからの取

り組みだと理解をしているところでございますので、今

議員におきましても、どうかひとつご協力方をお願いを

申し上げて、答弁とさせていただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 以上で、今利一君の質問は終了い

たしました。 

 ここで、午後１時まで休憩いたします。 

─────────────── 

午後０時01分 休憩 

午後０時59分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 午前中に引き続き、会議を開きま

す。 

 次に、岡野孝則君の質問を行います。 

 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） -登壇- 

 さきの通告に従い、順に質問いたしてまいります。 

 最初に、農村観光環境都市形成についてであります。 

 いま、本市においても、持続可能な農業及び農村づく

りの達成に向け、昨年度、締結した北海道大学大学院と

の連携協定を効果的に活用して、富良野市農業及び農村

基本計画の策定に取り組むと表明されております。また、

全国的に農業に対する大切さが改めて重要視されつつあ

ります。農業と観光の連携は、本市にとって、本市の限

りない発展のための重要施策の一つであります。 

 農業として、良品質及び生産性の向上、遊休農地問題、

担い手対策、経営継承など、いかに農業を発展させるか、

重要ポイントの一つであります。観光においては、セー

ルスポイントである自然景観や農村景観、花を中心とし

た彩りによる市民や観光客の心が癒やされる地域づくり

が重要と思われます。その中でも、本市は、春夏秋冬の

はっきりとした地域であり、四季折々の地域資源を生か

し、通年型及び滞在型観光地としての位置づけが必要で

あります。 

 富良野は、昨年度においても、全国魅力度ランキング

において、全国有数都市及び地域の中においても上位６

位という大変ありがたい報告もあります。富良野として

の知名度も伸びてきており、全国及び海外から多くの観

光客、そして、グリーンツーリズムでの修学旅行生の農

産物収穫及び農業体験をされ、多くの方々がおいしい新

鮮な産物を食していただき、地元に帰り、富良野のよさ

を口コミにて宣伝いただき、これから来富される方々、

そして、リピーターの増となることが重要施策と考えま

す。富良野は、日本のスイスとも言われ、澄み切った空

気、山々に囲まれ、富良野の総面積の７割が森林であり、

大自然を今後も生かしていかなければなりません。 

 そこで、今回の質問でありますが、平成24年度の市政

執行方針の中にもあります農村観光環境都市形成で、市
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長は、本市は、豊かな自然環境や自然エネルギーの恩恵

を受け、農業などの基幹産業や市民の営みが育まれ、森

林や農地の保全により、観光資源としての魅力的な森林、

農村景観が維持されています。これら富良野の魅力を支

える農業、観光、環境のつながりを強化し、好循環サイ

クルを構築するために推進を図っていくと述べられてお

ります。 

 この好循環サイクルの推進及び達成状況についてお伺

いをいたします。 

 次に、農村観光環境都市形成の将来像について質問い

たします。 

 市長として、いままで農村観光環境対策として事業を

展開しておられます。 

 では、将来に向けてどのような都市にしようとしてい

るのか、また、特に環境に関する施策はどのようなこと

を想定されているのか、具体的にお答えをいただきたい

と思います。 

 次に、教育行政、学校第三者評価について質問いたし

ます。 

 現在、小・中・高において、文部科学省による学習指

導要領が改定され、実施されています。いま、とみに子

供の教育向上が重要視されつつある中、将来の富良野を

担っている子供たち、まさに次世代教育が重要施策と考

えます。 

 富良野市教育委員会は、キャリア教育の実施を全道の

中でもいち早く取り入れ、現在は市内全ての小・中・高

で行われています。キャリア教育導入後の結果として、

学力向上を初めとして、礼儀作法の励行、将来設計の向

上、意思決定能力の向上など、富良野の子供たちの姿が

見えてきております。このたびの平和祭・音楽大行進で

伸び伸びと発表された姿を見て、教育及び社会生活習得

に努力し、励んでいる姿勢に心から感動いたしておりま

す。 

 そこで、学校第三者評価について質問いたします。 

 この学校第三者評価は、平成19年に学校教育法が改正

され、学校自己評価、学校関係者評価の実施、公表が義

務化され、これを受け、市教育委員会も平成19年度から

試行的に学校評価に取り組み、平成20年度より本格実施

されております。 

 質問の１項目めとして、現在の学校第三者評価実施状

況について伺います。 

 次に、２項目めに、平成23年度の調査報告後の評価と

課題であります。 

 報告書が発刊されてから、さらに評価され、学校はど

のように変わってきたのか。また、第三者評価に対する

課題はあるのか、お聞かせをいただきたいと思います。 

 ３項目めに、第三者による学校評価は、健全なる学校

推進のために必要な事業であります。第三者評価推進に

向け、教育長の将来に対する考えを伺い、１回目の質問

といたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

 岡野議員の御質問にお答えいたします。 

 １件目の農村観光環境都市形成についての１点目、好

循環リサイクルの達成状況についてであります。 

 平成22年第２回定例会におきましてお答えをしており

ますが、農村観光環境都市は、農業を育て、観光でもて

なし、環境を守るまちをつくるという基本概念であり、

活力あるまちづくりの実現手法として、本市固有の自然

環境に支えられた農業、観光、環境の連携、融合による

多様な地域活性化施策の展開により、市民が豊かで暮ら

すまちづくりを目指す基本的な姿勢を示したものであり

ます。 

 そのため、農業施策におきましては、持続可能な農業

及び農村づくりに向け、農業生産や地域活動を支える意

欲ある人づくり、安定した農業生産を支える基盤づくり、

地域農業を支えるシステムづくり、そして、信頼される

産地づくりの四つの柱を重点に、農地・水・環境保全向

上対策事業、安全・安心農業推進事業、農村実態調査事

業、鹿柵設置助成などの施策を実施し、富良野市農業及

び農村基本計画を推進してまいりました。 

 観光施策におきましては、富良野市観光振興計画に基

づきまして、滞在型・通年型観光の推進、受け入れ観光

整備、観光客の誘客、持続可能な観光振興のため地域エ

リア別観光振興計画の策定、観光地域づくりプラットフ

ォーム事業、国内外への各種プロモーション活動などを

実施してまいりました。 

 環境施策につきましては、自然共生社会のまち、環境

型社会のまち、快適環境社会のまち、低炭素社会のまち、

活動・協働社会のまちを目標に、ごみの減量化やリサイ

クル対策の推進、木質バイオマスや小水力などの再生可

能エネルギーの利用促進と生活排水処理計画の推進な

ど、環境の保全に努めてきたところであります。さらに、

これら農業、観光、環境の融合を図るべく、地産地消を

積極的に進めるグリーンフラッグ制度の推進、農業や自

然体験ツアーなど修学旅行の誘致、自然景観や農村景観

を誘客につなぐアースライドやウオーキングの実施、廃

棄物の資源化を進め、農業等に活用する廃棄物処理・資

源循環システムの構築など、農業、観光、環境のつなが

りをより強め、循環サイクルの構築に努めてきたところ

であります。 

 この農村観光環境都市形成は、短期間で実現できるも

のではなく、一つ一つの施策の推進と１年１年の積み重

ねがさらに付加価値や相乗効果を伴って発展、融合して

いくものと考えておりますので、今後ともこの基本政策
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姿勢に基づいたまちづくりを推進したい、このように考

えているところでございます。 

 ２点目の農村観光環境都市の将来像についてでありま

す。 

 先ほどもお答えいたしましたとおり、農村観光環境都

市の形成は、農業を育て、観光でもてなし、環境を守る

まちづくりの理念であり、活力あるまちづくりを実現し

ようとして、本市の自然環境、自然景観に支えられた農

業、観光、そして、環境の連携、融合による多様な地域

活性化施策の展開によって、都市と農村の交流を活発化

し、新たな企業立地や雇用の場の確保など、地域の活力

を高め、市民が豊かに暮らすまちづくりを目指す基本的

な姿勢をあらわしたものであります。 

 そのため、本市の基幹産業である農業と観光の施策を

積極的に推進するとともに、富良野の魅力を支えており

ます環境に対する諸施策を有機的に結合させた活力ある

まちづくりを今後とも推進してまいります。特に、本市

におきましては、市民の御協力により、ごみの分別と資

源化など環境対策については、先進的な取り組みを行っ

ているところであります。この蓄積したノウハウを生か

し、ＲＤＦの地元活用や衛生ごみの資源化について、調

査研究を進めているところであり、あわせて、小水力発

電や太陽光発電など再生可能エネルギーの活用など、低

炭素型社会の形成による温室効果ガスの排出抑制を目指

してまいります。また、自然環境、農村景観の保全によ

る自然との共生型社会を目指してまいりたい、このよう

に考えているところでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続けて、第三者評価について御答

弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

 岡野議員の２件目の学校第三者評価についての１点

目、第三者評価の実施状況についてお答えをいたします。 

 平成19年の学校教育法の改正により、学校自己評価、

学校関係者評価の実施、公表、評価結果の教育委員会へ

の報告が義務化されたのを受け、平成19年度に試行的に

学校評価に取り組み、平成20年度から本格実施をしてお

ります。また、平成23年度から、第三者による学校評価

を実施し、富良野市教育行政評価委員による評価を全て

の学校を対象として行っているところでございます。 

 次に、２点目の平成23年度調査報告後の評価と課題に

ついてでございます。 

 平成23年度学校第三者評価については、学校自己評価

及び学校関係者評価並びに学校訪問の実施により、学校

の組織運営や生徒指導、保護者、地域社会との連携状況

など16項目にわたり評価をいただいており、おおむね実

践が進んでいるという評価を得ているところでございま

す。それぞれの項目に対し、評価委員より御意見、御指

摘をいただいており、教育委員会として改善方策を示し

ながら、各学校に対し、指導を行っているところでござ

います。学校第三者評価の取り組みにより、全小・中学

校において公開授業や研究授業が実施されるなど、学校

と地域のつながりが深まっていると感じているところで

ございます。 

 また、多くの方に学校や教育活動に関心を持っていた

だいており、それぞれの立場から学校現場に新しい発想

や現状を打開していく力が生まれ、学校との距離が縮ま

ってきているなど、よりよい学校をみんなでつくるため

に少しずつ意識が変わってきていると考えております。

また、いじめ、不登校といった問題の解決にもつながっ

ていくと考えております。 

 今年度につきましても、９月をめどに評価を公表させ

ていただきますが、評価をすることが目的ではなく、評

価をどのように受けとめ、分析をし、学校経営に反映さ

せていくかが目的でございますので、継続的な工夫、改

善に引き続き取り組んでまいりたいと考えます。 

 次に、３点目の学校評価の将来像についてでございま

す。 

 現在、実施しております学校自己評価、学校関係者評

価、そして、第三者による学校評価の取り組みは、健全

な学校経営の推進のために非常に重要なものであると認

識をしております。特に、教育課程における学習指導面

では、指導目標、指導計画に基づき、授業時数を確保し、

基礎、基本の確実な定着を図りながら、生徒指導面、進

路指導面、組織運営面など、目標を適切に設定し、取り

組むことが最も重要でございます。このことから、学校

第三者評価による学校改善の取り組みや富良野西中学校

で始まったＺＥＲＯ運動が全小・中学校で取り組まれて

いることや、富良野市ＰＴＡ連合会におけるスクールガ

ード運動、家族の約束７カ条などの取り組みにつながっ

ており、今後とも、時代のニーズに合った評価項目の見

直しなどを進めながら、学校の透明性を高め、信頼され

る開かれた学校づくりを引き続き目指していきたいと考

えております。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問はございますか。 

 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） では、答弁をいただいた順番に

再質問させていただきます。 

 好循環サイクルの達成状況ということで、農村観光環

境都市形成で質問させていただきました。 

 いま、市長のほうから、このことについては、単年度

で簡単に実施できるものではないという形で御答弁もい

ただきました。私も、やはり、それはそのとおりなのか

なという気がいたしております。ただ、この事業につい

ては、市長も市長になられてもう７年経過されてきてい

て、これは、最初は農村観光都市形成という形でした。
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そして、新たにそれに環境が追加されて、いま、実施さ

れているという状況の中にあります。やはり、いままで

これだけの事業をされてきたということで御答弁いただ

きましたが、その中において、それぞれの単品ごとに事

業をやったことに対して検証はされてきているのかどう

か、その点に対して御答弁いただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の再質問にお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 それぞれの中での検証をやってきているのかという御

質問であります。 

 現実的に検証する中で、さらに継続して検証をしてい

く必要性があるものもございます。あるいは、いま、本

市において、環境面については、富良野市役所でそれぞ

れ、毎年、環境について実施した状況の検証を行って、

その実績発表をしているところでございますけれども、

そういう個々の積み重ねで検証しているものもございま

す。現実的に、私どもは３年前から環境を加えた中で、

ごみの問題なんかは資源化しているのですけれども、そ

れでは、それを活用しているのかというと、活用という

段階ということでは、対外的に申し上げますと、残念な

がら、まだそこまでいってない現況だというふうに捉え

ているところであります。実際に、ことしの執行方針に

も述べさせていただいておりますけれども、ごみについ

ても、固形燃料が農業のハウス栽培の燃料等に活用でき

るようにということで、ことし、試験をやりまして、そ

の試験結果によっては冬のハウス栽培のハウスの燃料費

に充てられるような状況も近い将来は生まれてくる可能

性が大きいわけでございます。そういうことをすること

によって、本当の循環のサイクルが達成されるような、

ごみの資源においてはそういう状況が生まれてくるのか

なと思います。 

 こういうことで、一つは、さきに答弁させていただき

ましたが、個々に１年１年で検証していくものと、それ

から、継続して検証しながら新たにいい状況づくりをし

ていくものと、こういうことで進めているとこでござい

ますので、その点で御答弁させていただきたい、このよ

うに思います。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） そういうことで、いろいろな検

証も単品ごとにもされているということでありますが、

やはり、いままで達成されたものに対して、今後もなお

これを推進していくことが富良野市の将来のためになる

のかなというふうに私は思います。 

 やはり、そういうふうになると、いま、検証というこ

とをされた中において、それと同時に、これに協力して

いただいた方、実施をしていただいた皆さん方と、こう

いうような意見交換というのがいままでどのような形で

されてきているのか、その点についてお尋ねをいたした

いと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の再質問にお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 それぞれ関係する方々との意見交換はどうやって行っ

ていたのかということでございます。 

 一つは、市役所の中で、現実に電気の消費はどのぐら

いあるのか、あるいは、電気ばかりでなく、暖房の状況

の中で、１年１年、どのぐらいの消費量が使われている

のか、こういったデータを毎年とって、それぞれ環境に

対する付加価値の状況をつくるための一つの課題の取り

組みだというふうに押さえているところであります。 

 また一方、環境に関してお答えさせていただきますけ

れども、将来展望の中で、小水力の関係なんかは、小水

力の協議会を設立して、将来、協議会が一つの大きな母

体となれるような状況づくりの中で、行政と連携をしな

がらそれぞれ推し進めていく。恐らく、ことし、それぞ

れ小水力の試験運転をするという状況ですから、地域住

民に還元するもの、あるいは、観光施設の中で利用する

もの、こういった中では、それぞれ該当する住民、ある

いは該当する関係団体とそれらについて十分話し合いを

する中で、その成果というもの、あるいは、環境として、

観光として、これから持続的に十分可能なものかどうか

ということも話し合っていく必要性があろうかと、いま、

このように考えているところでございます。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） いま、将来像と環境問題につい

ても御答弁をいただきました。この件については、いま

まで多くの議員が質問されているのだと思います。それ

で、市長が３年前に２度目の出馬をされたときに環境を

追加しました。そして、今議員が平成23年４定で質問さ

れているときにも、環境問題に触れて、そのときの答弁

の中に、水車を市内に10カ所、15カ所と設置していくの

だと、そのこともやはり環境面にも配慮していくという

ことだと答弁もいただきました。 

 ですから、いまも答弁をいただきました。というのは、

やはり、ＲＤＦやごみ分別や小水力や再生エネルギーと

いうようないろいろなことというのは、環境、環境、環

境ということで御答弁いただくのですが、では、自分た

ちが地元に帰って市民の皆さん方とお話をしたときに、

市長がこの公約の中で出てきている環境というのはどう

いうことなのだというときに、やはり自分たちとしては、

どうしても、はっきりこれなのだというのが言えていな

いのがいまの実態なのだと思います。 

 ですから、本当に、環境というものに対してここに行
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くのだという市長のポリシーというものがありました

ら、お聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の再々質問にお答えを

させていただきたいと思います。 

 いま、それぞれ北海道でにぎわせております北電の原

子力の関係でも、相当それぞれの御意見があって、事故

があったために反対だというような御意見もございます

し、将来のエネルギーとしては必要だという意見も現実

的にあるわけであります。そういう一例が挙げられる状

況の中で、環境というものは汚染を防ぐということが第

一の考え方ではないか、私はこのように思います。 

 環境汚染ということになりますと、いま、御質問があ

ったとおり、例えば、工場を誘致することは、企業的に

は、環境がどうなるのかと、一例でこういう状況がござ

いますね。それには、前段として、汚染されるような、

企業であれば、それぞれの対応の中で―考え方という

ものは、市でもって誘致をするというような状況になる

わけであります。ですから、いま、御質問があった中で

具体的に将来どうするのだということであれば、私は、

基幹産業の農業の発展を、どう環境を守りながら、農業

の生産力を上げる状況づくりを、環境と融合する中でや

っていく必要性があるだろう、いま、このように考えて

いるところであります。 

 いま現在、一例の中で、山部の野沢鉱山が新しくマグ

ネシウムを主体とした肥料開発をやりまして、ことしも

2,400トン体制で販売をする、こういうお話がございまし

た。これも、これからの富良野として、一つの大きな

―いま、農業に使って大変好評だというふうに言われ

ておりますし、市におきましても、ブドウの関係に肥料

として使わせていただいております。そういうように、

一つの実情として明らかに生産の向上があった、あるい

は、それによって多くの生産があると同時に、品質のい

いものがどんどんできてくる、収量も多くなってくる。

こういう事例が現実的に出てきたときに、初めて、環境

と農業が融合する中で将来も持続可能な状況づくりがな

されていくわけであります。これが、いま、御質問にあ

った一つの基本概念であり、農業、そして観光、環境が

融合する中でのまちづくりが、これからの富良野が進め

ていく方向づけではないか、私はこのように思っており

ます。 

 さらに加えるならば、これは１年でできるものではな

いのです。継続は力なりと申しますけれども、ある程度

の状況づくりが積み重なって、そういう状況づくりがあ

って、まちも、生産者も、そういう状況の中で生活でき

る状況をつくることが、いま、私に与えられた大きな課

題への取り組みである、このように感じているところで

ございます。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） いま、御答弁いただきました。

山部の鉱山の関係においても、小水力においても、そし

て、自然エネルギーにおいても、ＲＤＦにおいても、全

てのものがやっぱり環境なのだよと、自分は御答弁とし

てそういうふうに聞かせていただきました。やはり、何

でも取り組んでいくのだよと、農業活性化のために、観

光活性化のためにというふうにして、自分はそういうふ

うに聞かせていただいたのです。 

 しかし、どうしても、そうなったときに、では、環境

とは何なのだといったときに、自分としては、あるいは、

市民の皆さん方と話をしたときに、これだということを

言えない。ですから、いま言われた持続可能な農業発展

のため、観光発展のためにということで市長は言われて

いるのですが、小水力に行ったり、再生エネルギーに行

ったり、ＲＤＦに行ったり、汚染を防ぐほうに行ったり、

それでは、自分たちとしては、どっちの方向に行くのか

といったときに、その点がどうもわかりづらいのですが、

市長どうですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の再々質問にお答えさ

せていただきます。 

 行政というものは、先見性の持ち方も必要でございま

しょう。一度決めたら、なかなか変更できないものも当

然出てくるわけです。ですから、そういう状況を十分踏

まえながら、将来展望の中で、富良野市の、例えば、私

がいま推進している農業、観光、環境の方向づけの中で、

それぞれの分野のものがきちんと役割を果たしていく状

況づくりをつくっていくことが、これがいまおっしゃる

目に見えて出てくるような状況の一つの大きな土台づく

りになっていくのだ、このように私は考えております。 

 ですから、市民に説明する場合にどういうような状況

で説明すればいいのだという岡野議員の御質問でござい

ますけれども、これは、いま申し上げましたとおり、富

良野市の場合は、産業の基幹は農業であります。農業を

主体とした形の中で、付加価値を高めることによって観

光が推進される。もちろん、四季折々の美しい自然景観

というのは富良野の財産であります。それに、いま、申

し上げました環境というのは、人が住めるような状況が

一つ環境にかかわる問題であります。それから、もう一

つは、環境というものは、ほかから来て、自分の住んで

いるところよりさらに恵まれた状況の中で生活してい

る、あるいは、そういう環境の中を見ることができる、

そういう形の中で期待感を持たれるような環境をつくっ

ていく、こういう概念がまちづくりには必要である、こ

ういう観点から進めていくというのが私の考え方でござ



 - 39 - 

います。 

 ですから、いまの市民にどういう説明をすべきだとい

う御質問でございますけれども、それは、やはり、農業

なり、観光なり、環境の中で御説明をするしかないので

はないか、このように考えております。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） この関係については、これで終

えようと思っていますが、やはり、市長が市民の皆さん

方に説明すればいいのだというのは、それは自分も全く

そのとおりなのだと思います。 

 そこで、やはり、市民の皆さん方から見るとわかりや

すく、これが環境なのだ、これが農村観光環境都市形成

なのだということが、今後、推進されることを自分とし

ては切望するところであります。 

 次に、学校教育に行きたいと思います。 

 学校第三者評価について質問させていただきました。 

 先ほどの御答弁の中においても、学校関係者評価とい

うような御答弁もいただきました。いま、学校第三者評

価委員というのは４名の方々に御尽力をいただいており

ます。これは、私も存じております。その中で、学校関

係者評価委員の人数については、それぞれの学校のほう

で持たれていると思うのですが、この総数というのは、

いま、何名になるのか、お答えいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 岡野議員の再質

問にお答えいたします。 

 学校関係者評価委員の人数ということかと思います。 

 いま、全小・中学校で学校関係者評価を実施しており

ます。この評価委員の方につきましては、各学校ごとに、

学校がそれぞれＰＴＡや地域住民の代表の方、あるいは、

学識経験者を含めてそれぞれ委嘱していただいておりま

して、総数につきましては64名となっているところでご

ざいます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） わかりました。64名の方に御尽

力いただいていると御答弁をいただきました。 

 そこで、先ほど教育長の答弁の中にもありましたが、

いま、ＺＥＲＯ運動というのがあって、いじめをなくす、

不登校をなくすという３項目の中で、富良野西中学校か

ら始まり、ことしから全校でＺＥＲＯ運動が実施されて

いるということであります。 

 そういうことであれば、いまの学校関係者評価委員の

64名の方は、地域性というのはやっぱりあるのだと思い

ます。大規模校もあれば、小規模校もあればということ

で、地域性はあると思うのですが、学校関係者評価委員

の皆さん方での意見交換、地域の実情の意見交換などは

いままで持たれているのかどうか、その点、お尋ねいた

しいたしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 学校関係者評価

委員同士の意見交換の場ということかと思いますけれど

も、先ほど言いましたように、それぞれの学校ごとで評

価委員を委嘱して、それぞれの学校の部分での評価、当

該学校の評価を行っているということで位置づけている

ところでございます。このため、市全体として、評価委

員全員、64名の皆さん方を一堂に会しての意見交換の場

というのは設けていない現状でございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） 私は、やはり、地域性というの

はあると思うのですが、学校それぞれの課題というのも

やっぱりあるのだと思いますので、評価委員同士の意見

交換というのは行うべきなのかなと思いますが、その点

についてどう思われますか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 岡野議員の再々

質問にお答えさせていただきます。 

 先ほども部長のほうから御答弁をさせていただきまし

て、また、岡野議員のほうからも質問の中で触れており

ますけれども、64名の皆さんは、いろいろ地域性という

こともあります。そこで、私どもも、私が教育長に就任

してから、富良野市ＰＴＡ連合会の皆さん方、役職の皆

さんたちを中心にしながら、教育懇話会というのを定期

的に開催させていただいていますが、それぞれの学校の

課題、あるいは、いろいろなものをその中で出していた

だき、あるいは、私どもからも情報を提供する、こうい

うことにも取り組んでおります。いま、それぞれの64名

の意見交換というのはしておりませんが、それぞれの学

校の代表の方々と定期的な意見交換をさせていただいて

おりますので、いまの段階ではそういう形の中で進めさ

せていただいているということで御理解いただければと

思います。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） わかりました。 

 そこで、学校第三者評価というのが平成20年度から本

格実施をされているということですが、先ほど課題は何

か出てきたかということで質問させていただきましたけ

れども、その点について、現時点で何か課題があるので

あればお知らせいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 岡野議員の御質

問の学校第三者評価の課題という部分でございます。 
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 第三者評価につきましては、富良野市の場合は、文部

科学省で示しています学校評価のガイドラインに基づい

て実施をしているということでございまして、16項目の

部分で評価委員に評価をいただいているところでござい

ます。 

 ちょうど一昨年から始めたものでございまして、個々

の学校ではなくて、富良野市の場合は全体を通して評価

を行っているということでございます。北海道では、そ

れぞれの学校ごとに第三者評価を実施しておりますけれ

ども、富良野市の場合はまだそこまでいってないという

状況でございますので、そのあたりが一つの課題なのか

なと。あるいは、先ほど答弁いたしましたけれども、時

代のニーズに合った評価項目も検討していかなければい

けないのかなというふうに課題として捉えているところ

でございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） わかりました。 

 平成23年度版富良野市教育行政評価報告書というのが

平成24年８月に教育委員会から発行されております。こ

の中に、第三者評価についても検証と報告が載っており

ます。この中で、ちょっと自分が気になったことを質問

させていただきたいと思います。 

 報告書の70ページですが、学校関係者評価の状況とい

う中で、ちょっと読み上げてみます。 

 学校関係者評価で指摘を受けて、家庭学習の習慣を定

着させる取り組みを実施することができたことは、この

制度の効果の重要性を感じる。各学校とも、学校関係者

評価を踏まえ、実施され、また改善に活用されているが、

学校単独で改善できない意見に対しての課題解決にどう

取り組んでいるのか。例えば、ボランティア教諭に関し

て図書館との連携だとか、学校支援本部事業活動だとか、

また、福祉学校の関係が可能なのかということで、この

中で評価委員のほうからこんな御意見なのですね。それ

が、この改善方法としては、地域の支援を学校に生かす

ために学社融合推進事業、学校支援ボランティアの活用

を図っているということでるる説明をいただいているの

です。 

 しかし、自分としては、どうしてもこれは具体性にち

ょっと欠けているというふうに思うのです。これをもう

少し具体的に市民の皆さん方にお伝えするとなったらど

ういう形になるのか、お答えいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 学校第三者評価、

平成23年度の評価報告書の部分でございます。 

 学校関係者評価の状況の中で、家庭学習の習慣、これ

が定着されたということで委員の評価を受けたわけでご

ざいますけれども、この前段といたしまして、各学校の

関係者評価の中で、家庭学習の習慣化が必要であるから

ぜひ取り組まなければいけないという指摘があって、こ

ういう形になっております。 

 教育委員会といたしましても、それぞれの学校の関係

者評価を受けて、各学校において毎年実施しております

全国学力・学習状況調査の結果の内容を把握、分析、そ

して、これらに基づく学校改善プランを学校に作成させ

て子供たちの学力向上につなげてきているところでござ

います。また、この評価報告書にも載せておりますけれ

ども、学社融合推進事業、そして学校支援ボランティア

も活用しながら、学校支援ボランティアにつきましては、

毎年、280名以上の市民に登録をしていただいて、朝読書

を含めてさまざまな面で学校の運営に協力いただいてい

るということでございます。今後も、これら学校支援ボ

ランティアの活用、そして、先ほど答弁いたしました公

開授業あるいは研究授業も積極的に行いながら、地域に

いろいろな教育資源がありますので、それを活用して学

校教育に役立てていきたいというふうに考えているとこ

ろです。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） いま、御答弁をいただきました。 

 富良野市教育行政評価報告書の中に、キャリア教育の

現状というのもやはり載ってございます。それに対して、

委員から、こういうことで改善してもらいたいですよと

いうことに対して、いまいち、改善方策というのがわか

りづらい報告書かなというふうに自分は理解しておりま

す。やはり、この報告書というのは今後の教育行政の中

で大変に大切なことなのであって、わかりやすい形で報

告書に載せていただければと、私はこのように思います。 

 そこで、教育長からも御答弁をいただきまして、将来

の考え方ということですが、いま、全国的にもいじめ問

題や不登校問題というようなものが出てきております。

この第三者評価、学校評価、学校関係者評価は非常に大

切な事業なのだと思います。先ほども御答弁はいただい

たのですが、このことについては、今後ますます力を入

れて実施すべきだと私は思いますが、教育長の御答弁を

いただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） ご答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 岡野議員の再々々

質問にお答えをさせていただきます。全体的な学校評価

の関係についてお話をさせていただきます。 

 先ほども御答弁させていただいていますけれども、学

校の自己評価あるいは学校関係者評価、そして、知見を

有する第三者による学校評価、これは、学校の健全化経

営を図っていく中では大変重要なものだと思っておりま

す。 
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 ただ、岡野議員も御承知のように、学校を格付したり、

あるいは、先生を評価するということではなくて、子供

たちを第一に考えて、そして、みんなで開かれた学校づ

くりを目指していこうということが狙いであります。そ

こで、先ほども御答弁したり、いま、部長のほうからも

るる御説明させていただいていますが、ここ数年、本当

に保護者はもちろんですけれども、地域の方々含めて、

市民の方々、そして、多くの方たちが学校教育に関心を

持ってきている、私はそう捉えているところであります。

この中で、先ほども御答弁の中で触れておりますし、ま

た、部長のほうでも御説明しておりますけれども、学校

支援ボランティアの皆さん方が、本当に学校に出向いて、

みずからの手で子供たちを見守り、育てたいという機運

がすごく高まってきていると私も捉えているところであ

ります。 

 そこで、大事なのは、それぞれ先生方もそうでしょう。

それから、保護者の方々もそうでしょう。地域の方々、

我々行政もそうですけれども、それぞれの教育の場にお

いて、子供たちの持っている潜在的な能力、これをいか

に引き出して、そしてまた、必要な体験をさせていくの

か、これが教育に求められているのでないかな、こんな

ふうに思っております。 

 そこで、先ほど、岡野議員も15日の音楽大行進を文化

会館大ホールで見られたということを質問の中で触れて

おりましたけれども、あの中で小・中・高校生500人の子

供たちが堂々と教育活動を展開している。そこで、例え

ば、扇山小学校の子供たちが夢というのを自分たちで表

現している、あるいは、富良野東中学校の57名の生徒た

ちもそうであります。そんな中で、子供たちも、一つ一

つ、その夢、その目標に向かって、いま、取り組んでい

る。それが、富良野の教育の中で、これ以外にも、演劇

教育であるとか、あるいは環境の教育であるとか、農業

体験であるとか、要するに、学習面、スポーツ面、ある

いは、みずから進んで行動するボランティア活動などに

幅広く取り組んでいて、それがひいては一つ一つの夢を

現実の目標に導いていく、いま、そういう取り組みをし

ているということであります。そのことが、３年連続、

文部科学大臣表彰の栄誉に浴したという過程にもなって

きているのかなと、こんなふうに捉えているところであ

ります。 

 つまり、この富良野の学校評価については、そこだけ

の学校評価ということでなくて、富良野全体で取り組ん

でいく、そのことが重要でありますし、いま、これだけ

のグローバル社会の中で子供たちが大変強調される部分

がありますけれども、恐れないで何事も前向きに取り組

んでいく、果敢に挑戦する、このことが教育に大事では

ないかなと、こんなふうに思って、私どもそういうこと

で力強く取り組んでいるところでございます。以上でご

ざいます。 

○議長（北猛俊君） よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で、岡野孝則君の質問は終了

いたしました。 

 次に、天日公子君の質問を行います。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） -登壇- 

 さきの通告に従い、質問をしていきます。 

 １件目、就学援助助成について質問をいたします。 

 国では、生活保護費のうち、食料や光熱費に充てる生

活扶助費を6.5％、年間670億円減らすことに決め、平成

25年８月から平成26年まで３回にわたって減額すること

になっております。多くの人は、生活保護受給者のこと

だけであり、住民生活には余り関係がないと思っていた

のではないかと思いますが、生活保護基準の引き下げに

よって自動的に影響を受ける制度などがあり、就学援助

だけにとどまらなくなってきております。 

 義務教育における就学援助費助成については、学校教

育法で、経済的理由によって就学困難と認められる学齢

児童または学齢生徒の保護者に対して市町村は必要な援

助を与えなければならないとあり、2011年度には、就学

援助を受けた小・中学生は、全国で６人に１人、北海道

では４人に１人、要保護者1万5,000人に対して準要保護

者８万人が援助を受けております。準要保護者にとって、

この制度は大変大きな支えとなっており、就学援助があ

るから生活保護を受けないで生活が何とかできていると

も聞いています。 

 富良野市でも、就学援助制度を設け、生活保護法に規

定される要保護者と、要保護者に準ずる程度に困窮して

いると教育委員会が認める準要保護者を対象としてお

り、準要保護者の認定の基準は、生活保護基準の1.3倍以

下となっております。要保護者の就学援助は、国の補助

事業で国が経費の２分の１を負担しますが、準要保護者

への援助は富良野市の事業となり、援助する費目は、学

用品費、修学旅行費、給食費などがあります。 

 文部科学大臣は、生活保護基準の引き下げによる影響

が出ないように、自治体に現状維持をお願いすると言っ

ていますが、今後の子育て世帯の影響はとても心配であ

ります。私は、現在の準要保護世帯の子供たちに影響が

出ないように、認定基準の1.3以上にして対策をしていく

ことが富良野の子供たちの教育を救う手だてだと思って

おります。 

 今回の生活保護基準の引き下げによる富良野市の対応

をお聞きいたします。 

 １点目は、就学援助の実態と動向、２点目は、次年度

に向けて生活保護基準の引き下げによる今後の就学援助

の考え方。 
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 ２件目、富良野市特別支援教育についてお聞きいたし

ます。 

 平成19年４月から、学校教育法の一部改正によって、

特殊教育から特別支援教育に変わり、全ての幼稚園、学

校において、障がいのある子供の支援を充実していくこ

とになりました。特別支援教育の推進について、通知に

は、特別支援教育の理念として、「障害のある幼児児童生

徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援すると

いう視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を

改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行

うものである。 また、特別支援教育は、これまでの特

殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない発達

障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が

在籍する全ての学校において実施されるものである。 

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への

教育にとどまらず、障害の有無やその他の個々の違いを

認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会

の形成の基礎となるものであり、我が国の現在及び将来

の社会にとって重要な意味を持っている」としておりま

す。 

 これまでの特殊教育では、障がいの種類や程度に応じ

て、盲学校、聾学校、養護学校や特殊学級といった特別

な場で指導を行うことにより、手厚くきめ細かい教育を

行うことに重点が置かれていました。特別支援教育は、

理念として、障がいのある幼児、児童、生徒の教育にと

どまらず、障がいの有無やその他個々の違いを認識しつ

つ、さまざまな人々が生き生きと活躍できる共生社会の

形成の基盤となるものという共生社会の実現が加わった

ことにより、現在、小・中学校において、通常の学級に

在籍するＬＤ、またはＡＤＨＤ、また高機能自閉症など

の児童生徒が約６％にもなり、指導及び支援を必要とし

ており、喫緊の課題となっています。 

 特別支援教育においては、特殊教育の対象となってい

る幼児、児童生徒に加え、これらの児童生徒に対しても

適切な指導及び必要な支援を行うものとしております。

特別支援教育の推進について、通知には推進に当たって

の細かい計画があります。この通知に従い、富良野市で

は、平成22年３月に第２次計画の富良野市特別支援教育

マスタープランが作成されております。ことしは３次計

画に入るのですが、スタートして７年目を迎えた現在、

富良野市の特別支援教育マスタープランの取り組み状況

と今後について質問をいたします。 

 １点目は、特別な支援を必要とされる子供の実態把握

について。 

 「各学校においては、在籍する幼児児童生徒の実態の

把握に努め、特別な支援を必要とする幼児児童生徒の存

在や状態を確かめること」とあります。「さらに、特別な

支援が必要と考えられる幼児児童生徒については、特別

支援教育コーディネーター等と検討を行った上で、保護

者の理解を得ることができるよう慎重に説明を行い、学

校や家庭で必要な支援や配慮について、保護者と連携し

て検討を進めること。その際、実態によっては、医療的

な対応が有効な場合もあるので、保護者と十分に話し合

うこと。特に、幼稚園、小学校においては、発達障害等

の障害は早期発見・早期支援が重要であることに留意し、

実態把握や必要な支援を着実に行うこと」とありますが、

富良野市の状況はどのようになっているのでしょうか。 

 ２点目の特別支援教育の推進の基本についてでありま

す。 

 「教育と福祉が中心となり、障がいのあるなしに関わ

らずお互いを尊重し、生涯にわたって富良野で共に学び

育ち、支え合う環境を創る」を理念としています。また、

基本目標は、「（１）乳幼児期から就労まで一貫した相談・

支援体制を整備・推進します。 （２）医療、保健、福

祉、教育、労働等の関係する行政部課・機関及び関係者

の横断型のネットワークを構築します。また、複数ネッ

トワークがある場合には、相互の連携と情報の共有化を

図りながら一元化を検討しつつ、責任組織を明確にしま

す。 （３）医療、保健、福祉、教育、労働等の各部課・

機関が実施している相談事業や支援の内容を明らかに

し、相談の共通理解を図るとともに、一貫した効果的な

相談と支援を行います。 （４）すべてのステージにお

いて、必要な支援を様々な分野の関係者が共通の視点に

立って連携を図りながら、継続性・一貫性のある相談・

支援を行います」とありますが、これらの基本目標の現

状と今後について質問いたします。 

 ３点目は、富良野市教育委員会では、平成21年度特別

支援教育の総括をされています。市の取り組み状況と課

題についてでありますが、取り組みの成果と課題につい

て質問いたします。 

 １、特別支援連携協議会の組織強化について、２、特

別支援教育支援員の配置について、３、就学児健診の見

直しについて、４、特別支援教育パートナーティーチャ

ー派遣事業の推進について。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

 天日議員の御質問に、聞き取りをさせていただいた範

囲の中で、就学援助助成及び富良野市特別支援教育につ

いてお答えをさせていただきます。 

 １件目の就学援助助成についてでございます。 

 生活保護基準引き下げによる今後の対応についてでご

ざいますが、ことし８月から実施されます生活保護基準

の引き下げに伴う就学援助への影響につきましては、本
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年度の就学援助の認定は、現行の生活保護基準に基づき、

既に認定の決定を行っておりますことから、生活保護基

準引き下げによる影響はないところでございます。今後

の対応につきましては、就学援助の趣旨を踏まえ、でき

る限り影響が出ないよう、北海道教育委員会を通じ、国

に対して十分な就学援助が行えるよう地方財政措置の拡

充を要望してまいりたいと考えております。 

 また、就学援助の認定基準につきましては、道内類似

市の動向などについて情報収集を行いながら慎重に決定

を行う予定であり、経済的理由により就学困難とならな

いよう教育の機会均等を保障できる対応をしたいと考え

ております。 

 次に、２件目の富良野市特別支援教育についてのマス

タープランの取り組み状況と今後についてでございま

す。 

 本市の特別支援教育は、教育基本法及び学校教育法の

改正を受け、平成19年度から学習障がい、注意欠陥・多

動性障がい、高機能自閉症など、児童生徒一人一人の教

育的ニーズに応じた専門的な指導、支援を行い、自立や

社会参加に向けての個々の能力を伸ばすことができるよ

う取り組んでいるところでございます。 

 御質問の特別な支援を必要とする子供の実態について

でございます。 

 平成25年度には、特別支援学級の在籍数は、全児童生

徒数1,907名中112名で、約5.9％の在籍率となっておりま

す。小学校は、全児童数1,217名中74名で、知的学級27

名、情緒学級33名、肢体不自由学級２名、言語学級８名、

病弱学級３名、難病学級１名でございます。また、中学

校は、全生徒数690名中38名で、知的学級19名、情緒学級

11名、肢体不自由学級２名、言語学級２名、病弱学級４

名でございます。 

 次に、マスタープランに掲げる基本目標の現状と今後

についてでございます。 

 富良野市特別支援マスタープラン基本計画に掲げてお

ります四つの基本目標を達成するため、乳幼児から就学

まで一貫した相談支援体制を整備、推進し、関係機関と

の横断型のネットワークを構築するため、保育所、幼稚

園、小・中・高等学校、福祉医療機関などとの一貫した

連携を図るため、富良野市特別支援連携協議会を組織し、

特別支援教育の推進に努めているところでございます。

今後も、就学相談を含めた相談支援体制のさらなる強化

が必要でありますので、関係機関と情報を共有し、児童

生徒の把握、理解をしながら特別支援教育の推進に努め

てまいります。 

 次に、教育委員会の取り組みの成果と課題についての

特別支援連携協議会の組織強化についてでございます。 

 先ほど御答弁いたしましたように、平成19年度に富良

野市特別支援連携協議会を設置し、心身に障がいのある

幼児及び児童生徒の適正な就学に向けて、知的部会、情

緒部会、言語部会と就学相談、指導を行う専門家チーム

を設置するとともに、医療機関から、小児科医師を初め、

作業・理学・言語療法士の支援をいただき、特別支援教

育の充実に努めているところでございます。今後も、体

制の充実強化を図りながら推進してまいります。 

 次に、特別支援教育支援員の配置についてでございま

す。 

 小・中学校で通常学級に在籍し、学校生活上の困り感

を感じている児童生徒を適切に支援していくため、平成

20年度より各学校に特別支援教育支援員を配置しており

ます。今年度の要支援児童生徒数は合計264名となってお

りますが、小学校５校、中学校２校に、対象児童生徒数

18名に１名の割合で特別支援教育支援員を14名配置して

いるところでございます。今後も、支援を必要としてい

る児童生徒の推移を見ながら配置をしてまいります。 

 次に、就学時健診の見直しについてでございます。 

 就学時健診につきましては、学校単位でそれぞれ行っ

ていたものを一本化して、同日同一会場で行うよう見直

しを行っております。統一性、一貫性のある内容、方法

で適切な判断、判定を行うために、特別支援連携協議会

と協力し、就学時健診の企画立案、運営を行っており、

特別な支援を必要とする子供を早期発見する体制を整え

ております。 

 次に、特別支援教育パートナーティーチャー派遣事業

の推進についてでございます。 

 この事業は、教育上、特別の支援を必要とする児童生

徒に対し、養護学校の先生が、小学校、中学校の要請に

応じて、担当教員等に学習指導の進め方などの支援を図

ることを目的として実施しております。この事業の活用

を各学校に周知しており、今年度は、小学校３校、中学

校１校において派遣要請希望が出されております。今後

も、事業を積極的に活用し、指導や支援の充実を図って

まいります。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問ございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 質問の順に再質問をさせていた

だきます。 

 まず、１件目であります。 

 就学援助につきましては、いま、教育長の方針として、

子供たちに支障が起きないようにやっていくということ

で、あらゆる手だてを尽くしていただける、また、そう

いうふうにしていただけるというふうに理解いたしまし

た。 

 それから、特別支援教育奨励費を受けている子供たち

について、対象者については影響がないのかどうか、ち

ょっとお聞きいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 
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 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 天日議員の再質

問にお答えいたします。 

 特別支援に該当するお子様の支援費につきましても、

準要保護児童と同じような形で、今年度については影響

はございません。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 今年度については変わらないと

いうことなのですが、来年度については、要保護世帯の

2.5％ということでお聞きしておりますが、これについて

は、来年度以降はどのようになっておりますでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 天日議員の再々

質問にお答えいたします。 

 2.5倍でございますね。2.5倍の収入ということでござ

いますけれども、これらにつきましては、準要保護世帯

と同じように、今後、道内の都市等の実態も含めて、調

査しながら検討していきたいというふうに考えていると

ころでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） では、就学援助を受けている準

要保護世帯と、それから、特別支援教育奨励費を受けて

いる人では対応が違ってくるということでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 基本的には、現

状の制度をベースに考えております。ただ、収入の倍率

については検討させていただきたい、他市町村の事例を

見ながら検討していまいりたいということでございま

す。以上です 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） では、続きまして、２件目です。 

 先ほど、特別な支援を必要とする子供の実態について

お聞きいたしました。この傾向につきましては、だんだ

ん増加してきているというふうに思っているのですが、

いかがでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別な支援を必

要とする子供の実態ということでございます。 

 いま、議員がおっしゃられたように、年々ふえている

傾向にございまして、ちなみに、平成20年度につきまし

ては在籍率で2.9％でございました。これが、今年度は

5.9％というふうになっているところでございます。以上

です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問がございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 増加しているということは聞い

ておりましたけれども、これからのことになると思いま

すが、今後、増加していった場合の具体的な対応をどの

ように考えているのか、質問いたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 増加はしており

ますけれども、その原因というのは、まだはっきりしな

いというのが実態でございます。 

 しかし、できるだけ早期に、早期療育ということで、

幼児期、保育所、幼稚園の時代から子供たちの訓練をす

ることによって、ある程度、その状況が緩和されるとい

う実態もございますので、今後、福祉サイドと連携をし

ながら、福祉サイドでは母子通園センターがございます

けれども、そちらの活用も含めて、全市的な取り組みと

いうことで進めていかなければいけないなというふうに

考えているところでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） いま、早期発見、早期支援とい

うことで、小さいときからそれをすることによって、特

別な支援を必要とする子供についてかなり抑えることが

できるというお話をお聞きしたのです。早期発見、早期

支援につきまして、実際に受け入れる体制、受け入れる

側と支援体制が一致するということはなかなか難しいと

ころもあるのでないかなというふうに考えているので

す。その困難性というのはどこにあるのか、また、原因

はどこにあるというふうに理解しているのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 支援を必要とす

るお子様の支援についてですけれども、そういう対象の

お子さんは、全て、幼児期からそんな形でいろいろな機

関にかかわっていただければ一番ベストでございますけ

れども、やはり保護者の理解が十分得られていないとい

う実態もあろうかと思います。 

 そんな中で、受け入れ体制につきましても、先ほど言

いましたこども通園センター、これは、こども未来課の

ほうで担当しておりますが、そちらのほうで、相談員を

含めて、あるいは、保健師もいらっしゃいますので、そ

れらの方々と連携を図りながら、当然、支援、相談をし

て受け入れにつなげていきたいというふうに考えている

ところでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 基本目標のところの質問に係っ

てくると思いますけれども、早期発見、早期支援も含め

まして、年間どのくらいの相談件数があるのか。本当に、



 - 45 - 

相談する親御さんにとっては大変な心労があると思いま

す。相談者に対応されている方についても、相談相手の

気持ちになって本当に親身になって対応していると思い

ますが、相談に来られないところの理由についてはどの

ように―そういう子供たちは支援が必要だというふ

うに、自分の子供は支援を必要だということについて、

十分理解して、そして選択に至っているのかどうか、そ

れについてお聞きいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） お子さんの支援

について、いま、保護者の方が理解して、こういう療育

機関を含めて全てつながっているのかというような御質

問と思います。 

 いま、数字を持ち合わせておりませんけれども、対象

となるお子さんの保護者が全てお子さんの状態を理解さ

れながらこのような特別支援を受けているのかという部

分では、全てではないと思います。教育委員会といたし

ましても、相談員あるいは学校の教員を含めて、保護者

と面談、相談等をしながらできる限り支援をしています

けれども、その中でも、どうしても理解を得られないと

いう方も一部にはいらっしゃるように聞いております。

以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） そういう支援を必要とする子供

につきましては、各団体が連携をとって子供のためにと

いうことで対応されているということです。ただ、小学

校、中学校、それから高等学校に行くに当たりまして、

その引き継ぎ時には、個別の指導計画の作成、個別の支

援計画というものがあると思いますが、こういうものに

ついてはどの程度作成されているのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 先ほどの答弁の

中でも説明いたしましたけれども、特別支援連携協議会

の中に部会がございまして、知的部会、情緒部会、言語

部会と３部会に分かれております。これらの部会には、

当然、小学校、中学校、そして、下は保育所、幼稚園の

先生方も入っておりますので、その中で、随時、情報交

換を含めて行っております。また、対象児童が幼児期か

ら小学校へ、そして小学校から中学校へ進学するときに

は、当然、そういう情報を交換しながら、その子供にと

って一番よい特別支援となるように努めているところで

す。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 学校の個別の指導計画について

は、親御さんの了解なしにつくることができるわけです

が、個別の支援計画については、親御さんの了解がない

とつくることができないのです。そのことについて、い

ま、現状でどの程度のものなのか、お聞きいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 対象児童の個別

の指導計画、支援計画につきましては、それぞれの学校

で作成をしておりますし、当然、保護者の理解を得なが

ら作成しております。ただ、現状は、いま、資料的に持

ち合わせておりませんので具体的に申し上げられません

けれども、学校では、それぞれそういうふうなことで対

応させていただいているところでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援教育支援員について質

問させていただきます。 

 特別支援教育支援員の研修会については、どのような

形でされておりますでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援教育支

援員の研修会ということでございます。 

 例年、教育大学釧路校の教授を招いて、この道のスペ

シャリストでございますが、研修会を行ったり、あるい

は、北海道の教育支援センターの職員が来て研修会を行

うというようなことで、できる限り多くの研修会に参加

させるようにしているところです。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援教育支援員の応募資格

についてですが、ことし募集がありました。学校教育に

関心がある市内在住の方、そしてまた、教員免許の有無

は問わないということでありました。私たち市民から見

ますと、この基準は何か緩いのでないかというふうな気

持ちになりますが、この基準が緩いというのはどういう

ような理由からなのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援員の採

用基準が緩いというような御質問かと思います。 

 私どもといたしましては、教員免許をお持ちであれば

それはそれで結構でございますけれども、それ以外の方

も、例えば自分のお子さんを育てた中での経験等もござ

いますから、臨時職員でございますので、資格について

そこまで強く求めてはいません。ただ、面接をし、そし

て、論文を書いていただいていますので、その中で判断

をさせていただいているところです。以上です。 
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○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援員の応募に当たりまし

て、応募者は人数的に多いものなのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 応募者につきま

しては、毎年、定員を上回る応募の方が来ていらっしゃ

います。 

 以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 先ほど、特別支援教育支援員の

配置については、一応、18名に１名ということで答弁が

ありましたけれども、この18名という基準は、ほかの地

域と比べてどうなのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援員の配

置基準でございます。 

 富良野市の場合は、今年度は18名に１人ということで

つけております。ほかの地域については、調査をしてお

りませんので、いま、ここでお答えはできません。 

 ただ、14名の支援員を採用するに当たりましても相当

な市の予算が必要になってきますので、私どもとしては

できる限りの配置をしたいわけですけれども、財政上の

問題もございます。そこらで御理解をいただければと思

います。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援学級のほうの介助員に

ついては、要望はないのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 質問の途中ですけれども、ここで

10分間、休憩いたします。 

─────────────── 

午後２時29分 休憩 

午後２時37分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の天日公子君の質問に御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援学級の

介助員の配置についてかと思います。 

 このような介助員の制度はないということで、富良野

市におきましては介助員を配置していない状況でござい

ます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 続きまして、就学時健診の見直

しについて質問いたします。 

 先ほど答弁をいただきまして、各所でいろいろやって

いたものを１カ所にまとめたことによって相当の効果が

上がっているというお話を聞きいたしました。ただ、発

達障がいなどで支援を必要とする子供たちの親御さんに

ついては、先ほどもちょっとお聞きいたしましたけれど

も、なかなか受け入れがたい方もいらっしゃいます。そ

こで、特別支援教育とはどういうものなのかということ

で、親御さんたち全体にそういうことを理解してもらう

ような研修を企画したことはあるのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援教育に

ついて、保護者の方にどういう制度かということでの説

明があったかどうかということでございますけれども、

保護者全員に対してそういう説明会をしている状況では

ございません。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援教育については、学校、

その当事者、それから医療も含めて、市民の理解も必要

であるという文章があるのですが、この点についてはど

のように考えているのでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 天日議員の御質

問にお答えをさせていただきます。 

 特別支援教育は、全ての幼児、児童生徒が、障がいの

ある、なしにかかわらず、お互いの個性を尊重し、夢と

希望を持ってたくましく育ち合う教育を目指すというこ

とが基本であります。一人一人の教育ニーズに合った形

の中で、私どもも、平成19年に法律が改正になってから

取り組みをさせていただいているところであります。 

 そんな中で、まずは、私ども市教委といたしまして、

特別支援連携協議会を立ち上げさせていただいて、先ほ

ど部長のほうから御説明をさせていただきましたが、そ

れぞれ知的、情緒、言語ということで部会を設けさせて

いただいて、その中で代表して専門家チームというもの

を立ち上げさせていただいています。その専門家チーム

のメンバーが、各保育所、幼稚園含めて、それから健診

の状況も把握しながら、それぞれ個別の相談をしっかり

とさせていただいているところでございます。そして、

それが、ひいては就学前の健診にもしっかりつながって

きているという状況になってきております。そのように

統一性、一貫性を図っていく中で、そういう形をとらせ

ていただき、また、全市的においては、私どものホーム

ページでも配信しておりますけれども、年に１回、広報

でも配信させていただいてきております。 
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 それから、校内体制については、当然、学校内に委員

会を設置させていただいて、そこにはコーディネーター

を配置して、特別支援の中でどういう個別の指導計画を

立てていくか、当然、それも進めさせていただいており

ます。あわせて、先ほど岡野議員の学校評価の質問もあ

りましたけれども、当然、特別支援の関係についてもそ

ういう項目にもなってきているところであります。 

 そんな形で、いろいろな角度から市民に対してもそう

いう情報を発信することが大事でありますと同時に、角

度とは別ですけれども、子供たちのそういう困り感をい

かに我々が把握して早期発見、早期支援をするか、これ

がまた重要になってまいります。そういう中で、いま、

各機関、団体とも連携を深めながら、子供の困り感をな

くす対策をとりながら、それぞれの役割を持って取り組

んでいるということであります。あわせて、市民にもそ

ういう情報を発信しているという状況でございますの

で、ひとつ御理解いただければなと思います。以上でご

ざいます。 

○議長（北猛俊君） 続いて、質問はございますか。 

 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援教育パートナーティー

チャー派遣事業については、これを活性化することによ

って、先生たちの理解がある中でもさらに理解を深める

ことができると思っております。 

 そこで、研修については、先生たちはいろいろ勉強を

しているのでしょうけれども、具体的に、来ていただく

機会と、出ていって勉強する機会があると思います。出

ていく機会ということで、子供たちの心理面について１

年を通じて勉強するような機会がやはりあると思うので

すが、そういう研修会への参加についてはどういうふう

になっているのですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 先生方の特別支

援教育に関する研修会でございます。 

 先ほど支援員の部分でお答えいたしましたけれども、

教員につきましても、さまざまな研修会がありますので、

当然、そちらのほうに行って勉強していただく、あるい

は、養護学校にそれぞれ行かれて勉強されている、子供

たちの指導方法を学んでこられる先生方もいらっしゃい

ます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） この研修は、やはり大事だと思

いますので、これからも力を入れてやっていただきたい

と思います。それから、支援を必要とする子供たちに携

わっている先生方は、いままでとは違う神経的なストレ

スが発生する可能性もありますので、そういう点につい

ても理解をして研修を続けていただきたいと思います。 

 それから、特別支援教育アドバイザーをことしも雇用

されておりますが、役割とどのような効果があったのか、

質問します。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育部長遠藤和章君。 

○教育委員会教育部長（遠藤和章君） 特別支援教育の

アドバイザーでございます。 

 全市的な見地から、コーディネーターということで、

先ほど言いましたように、保育所、幼稚園から小学校へ、

あるいは、小学校から中学校へといったときに橋渡しを

することも含めて、保護者の方、学校、教員に対してい

ろいろなアドバイスを行っております。 

 このアドバイザーを配置することによりまして、学校

における特別支援教育の理解も得られておりますし、保

護者の方にもわかりやすく説明をされて大変喜ばれてい

るということでございます。以上です。 

○議長（北猛俊君） 13番天日公子君。 

○13番（天日公子君） 特別支援教育というのは、本当

に富良野市の子どもを育てる意味では大変大きな役割を

していると思います。支援を必要とする子供たちもこれ

から増加傾向にありますので、本当にきめ細かい対応を

していただきたい。 

 それから、先ほど経費の問題もありましたけれども、

この経費につきましても、なるべく有効的に活用できる

ようにみんなで知恵を出して進めていければと思ってお

ります。 

 これについて、教育長はどのようにお考えでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 天日議員の御質

問にお答えをさせていただきます。 

 先ほども御答弁をさせていただいていますけれども、

私どもも、学校教育においては、全ては子供たちのため

にを基軸にしながら、これまでも障がいのある、なしに

かかわらず教育行政を進めさせていただいているところ

でございます。そこで、先ほども御答弁をさせていただ

きましたけれども、困り感のある子供たちにいかに気づ

くか、これがやはり教育を進める中で大事なものだと私

どもも思っているところであります。 

 そこで、先ほども御答弁をさせていただきましたけれ

ども、私どもも、特別支援教育アドバイザーをしっかり

配置しながら―また、特別支援連携協議会の中にもい

ろいろな組織が入っております。天日議員も御承知のよ

うに、過日、児童の発達段階の支援センターもできてお

ります。当然、そういう組織の方々も社会福祉の中で入

ってきていただいております。ありとあらゆる角度から

困り感のある子供たちに気づいて、その対応をしっかり

みんなで見守り育ていこうと、それが基軸になっており
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ます。 

 それから、先生方も、特別支援の資格を持った先生方

をそれぞれ配置させていただいていますし、また一方で

は、私ども市として特別支援の支援員も14名配置させて

いただいて、その中で、ＴＴという加配の先生方も入っ

ていますし、ことばの教室の４名の先生方もそれぞれの

中で対応させていただいて、本当に、障がいのある、な

しにかかわらず、ありとあらゆる角度から取り組みをさ

せていただいているというのが現状でございます。 

 その中で、大事なのは保護者対応であります。保護者

ともしっかりと連携を密にしながら、特別支援教育をこ

れからも進めていきたいと思っておりますので、ひとつ

御理解のほどをお願いしたいと思います。以上でござい

ます。 

○議長（北猛俊君） よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で、天日公子君の質問は終了

いたしました。 

 次に、渋谷正文君の質問を行います。 

 １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） -登壇- 

 さきの通告に従いまして、順次、質問をいたします。 

 １件目、寄附金の取り扱いと市民参加についてお伺い

いたします。 

 富良野市は、自然や環境を守り、市民に暮らしやすく、

訪れる方には心のふるさとを感じてもらえるまちづくり

を進めております。応援したいという気持ちの一つとし

て、寄附という形で受け入れをしておりますが、ふるさ

と納税が始まってから一部自治体と受け入れ差が生じて

いると感じております。 

 平成21年第４回定例会における岡野議員の一般質問の

中で、ふるさと納税制度導入以来、２年経過していない

状況でもあることから、当面は現行の取り扱いで対応す

るとし、テーマ性を持ったふるさと納税制度のＰＲの件

につきましては、まちづくりの重点施策である農村観光

環境都市、移住・定住対策等を紹介するなど、現在のＰ

Ｒ内容を充実させ、全国発信とあわせて、市民それぞれ

の知人、友人を通じて御協力をいただけるような機会が

あれば啓蒙、啓発をあわせて行う必要があるとの趣旨の

答弁をされております。 

 こうした経過を踏まえまして、３点お伺いします。 

 １点目は、寄附金の実績と使途、成果についてです。 

 寄附されることによって、行政側は、メリットとデメ

リットをいま現在どのように認識されているのか、お伺

いいたします。 

 ２点目は、寄附金をいただいた方への使途の通知でご

ざいます。 

 使途を指定された寄附と使途を指定されていない寄附

がありますけれども、寄附していただいた方に、寄附金

をこのように使いましたと具体的にお知らせしたのかを

含め、どういった対応をしてきたのか、伺います。 

 ３点目は、寄附によって市政に参加できることの制度

化についてです。 

 交流人口が多く、また、定住自立圏の形成を念頭に置

いている富良野としては、使途が明確になることによっ

て、寄附をしようと思う人がふえるのではないかと予測

します。市の情報を積極的に開示して、どの施策に寄附

金を充当するかを明らかにしている自治体があることを

踏まえ、改めて、市内、市外の方が積極的に市政に参加

できる制度の整備をすることや、ふるさと納税制度の積

極的展開をしてはどうかと提案をいたしますが、いかが

でしょうか。 

 関連いたしまして、ふるさとサポーター制度の導入に

向けて、市の考え方をお伺いします。 

 ２件目、情報機器の管理のあり方についてお伺いいた

します。 

 マイクロソフトの基本ソフトウエア、ＯＳであるウィ

ンドウズＸＰのサポートが平成26年４月９日をもって終

了いたします。同時に、オフィス2003とインターネット

エクスプローラーシックスもサポート終了となります。

サポート終了後は、セキュリティー更新プログラムなど

の重要なサービスが提供されなくなります。これらは、

北海道新聞の記事等で報道もされましたので、市民の方

も一定の関心を持っていると伺っております。 

 富良野市においては、こうした対策に係る平成25年度

の当初予算計上をされていないと私は認識しておりま

す。また、ＯＳの調達とデータのバックアップには、人

員と多くの時間がかかることが想定されます。セキュリ

ティー対策にかかわる重要事項でありますので、現在の

設置状況と、どのように移行を進め、大切な市民情報を

守るかが問われているところであります。 

 ここで、２点お伺いいたします。 

 １点目は、業務用パソコンＯＳの設置状況と今後の対

応についてであります。 

 現況と対応策、市民情報を守る担保がされているのか、

セキュリティー対策の基本的な考え方を伺います。 

 ２点目は、教育用パソコンＯＳの設置状況と今後の対

応についてです。 

 特に、児童生徒が調べ学習をする際にはインターネッ

トに接続することから、ＯＳ更新は必須であると考えま

すので、お伺いをいたします。 

 ３件目、住民情報のあり方とサービス拡充についてお

伺いいたします。 

 自治体の窓口が開いていない早朝と深夜、そして、土

曜、日曜、祝日でも住民票などの証明書をわずか数分で

受け取ることができ、住民が必要なときに都合のよい場



 - 49 - 

所でサービスを受けられ、自治体にとってはサービスの

向上が図られるほか、事務負担の軽減などの効果につな

がる施策をコンビニエンスストアでの証明書自動交付サ

ービス、いわゆるコンビニ交付サービスと呼んでおりま

す。 

 このコンビニ交付サービスは、交付業務を委託する自

治体が発行する住民基本台帳カードを利用し、大手コン

ビニエンスストアのマルチコピー機のタッチパネルを操

作することによって住民票などの証明書を受け取ること

ができます。このサービスを実施している地方公共団体

は、平成25年６月10日現在で66団体、道内では、音更町

が既に実施し、平成26年４月からは江別市が実施予定と

なっております。 

 年代やライフスタイルによって、証明発行に求める利

便性はますます多様化すると考えられます。民間ででき

るところは民間に委ね、住民の行政ニーズに適切に対応

する行政のさらなる取り組みに着手されることを期待し

ます。 

 ここで、２点お伺いします。 

 １点目は、住民票、印鑑登録証明、住民基本台帳カー

ドの交付状況と、窓口での混みぐあいと待ち時間につい

てお伺いします。 

 ２点目は、市民の利便性向上と住民基本台帳カードの

多目的利用の一環としまして、証明書等のコンビニエン

スストアでの交付を検討されてはどうかと思いますが、

市の考え方についてお伺いします。 

 ４件目、各種インターネットサービスの利用による業

務の効率化についてお伺いいたします。 

 行政サービスの多様化が進展し、今後、ますます情報

通信技術の利活用が求められる現状にあります。高度な

情報化とシステム管理や構築、保守、メンテナンスなど

の費用負担の軽減との両立が求められており、そこで注

目されているのが自治体クラウドであります。自治体ク

ラウドとは、複数の地方公共団体の業務システムの集約

と共同利用を通じて、各自治体における負担の軽減や業

務の標準化を実現するもので、地方公共団体がシステム

のハードウエア、ソフトウエア、データなどを庁舎内で

管理、保有することにかえて、外部のデータセンターに

保有、管理し、ネットワーク経由で利用できるようにす

る取り組みであり、行政運営の合理化、業務の効率化に

寄与し、事務改善の動きにもつながると言えます。さら

に、災害への備え、セキュリティーの確保に役立つとさ

れ、外部データセンターの活用によって、住民データの

バックアップの確保ができ、災害に強いシステムの構築

が可能となり、個人情報の漏えい防止対策の充実にも有

効であります。 

 ここで、お伺いをいたします。 

 北海道電子自治体共同運営協議会に加盟している富良

野市が、自治体クラウド導入の可能性について現在どの

ようにお考えなのでしょうか。協議会での検討状況と富

良野市としての将来的考え方を伺います。 

 以上で、第１回目の質問を終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

 渋谷議員の御質問にお答えいたします。 

 １件目の寄附金の取り扱いと市民参加についての１点

目の実績と使途、成果についてであります。 

 一般及び指定寄附の過去５年間の実績は、昨今の厳し

い経済状況を反映してか、総体的には減少傾向でありま

す。ふるさと納税制度は、平成20年４月に導入され、本

市におきましても、ホームページでふるさと納税制度の

制度概要を紹介し、また、東京ふらの会等でも寄附の呼

びかけをしており、会員の中にも継続的な寄附をされて

いる方がございます。件数は年四、五件で推移をし、金

額については５年間で計631万5,000円となっておりま

す。 

 使途につきましては、ふるさと納税は一般寄附として

取り扱っておりますが、地域振興基金へ積み立てをして

いるところであります。 

 また、成果といたしましては、この制度は本市に関心

と愛着を持って市外から寄附をいただくものであり、本

市のまちづくりの推進に資する貴重な財源として役立っ

ているものと考えております。 

 次に、２点目の寄附金をいただく方へ使途の通知につ

いてであります。 

 寄附の際には、一般寄附なのか、指定寄附なのか、確

認の上で受領をしているところであり、寄附者の意向に

沿った形で処理しておりますので、使途の通知は行って

おりません。（51ページで訂正） 

 次に、３点目の寄附によって市政に参加できることの

制度化についてであります。 

 ふるさと納税につきましては、これまで一般的な制度

の範疇で対応してきたところでありますが、平成21年第

４回定例会におきまして、岡野議員からもテーマ性を持

った制度として積極的に展開すべきとの御提案がござい

ました。その際に、当面は一般寄附として取り扱い、特

典なども設けず、使途については、寄附者の意思に基づ

き、既存の基金により対応すると答弁をいたしたところ

であり、今後におきましても、現行の取り扱いで対応し

てまいりたい、このように考えているところであります。 

 また、東京ふらの会等でふるさと納税の呼びかけを継

続的に行うとともに、まちづくりの重点施策であります

農村観光環境都市、移住・定住対策等の紹介など、対外

的なＰＲを充実し、富良野市への理解を深めていただき、

そのことがふるさと納税につながるように努めてまいり



 - 50 - 

たい、このように考えているところであります。 

 なお、ふるさとサポーターにつきましては、全国各地

で手法も内容もさまざまな形で実施されておりますの

で、今後、調査研究をしてまいります。 

 ２件目の情報機器の管理のあり方についての１点目の

業務用パソコンのＯＳの設置状況と今後の対応について

であります。 

 市が有するパソコンには、住民票、税情報などを扱う

住民情報システム用パソコンと事務に使う庁内ＬＡＮ用

パソコンがございます。 

 まず、住民情報システム用パソコンにつきましては、

52台全てをウィンドウズＸＰで運用しており、医療・福

祉業務等の一部業務においてのみ、関係団体とのデータ

連携の必要性から専用線により外部と接続を行っており

ますが、それらの業務以外は外部との回線接続及びその

他機器類との接続は不可能な環境となっており、また、

外部からのデータ持ち込みやデータの持ち出しを禁止す

ることにより、ウイルス等への感染防止及び個人情報流

出防止対策を行っているところであります。これらのこ

とから、ウィンドウズＸＰのサポート終了による個人情

報流出などはないものと考えており、次回のシステム更

新時にＯＳを含めた更新を行う予定でございます。 

 次に、事務に使っている庁内ＬＡＮ用パソコンにつき

ましては、現在320台のパソコンが導入されており、その

うちの60台がウィンドゥズＸＰであります。このＸＰ60

台については、本年度30台、来年度30台の更新を予定し

ており、あわせて、オフィスソフトも更新をしてまいり

ます。パソコンの更新に当たりましては、導入年次に応

じた計画的な更新を実施してきており、今後におきまし

ても、導入費用の平準化を図るため、計画的に行ってま

いります。 

 庁内ＬＡＮのセキュリティ対策につきましては、イン

ターネットにつながっている環境にあることから、ファ

イアウオールやウイルス対策ソフトの導入により、外部

から侵入を防ぐ措置をとり、また、ウイルス混入の危険

性や情報流出の防止のため、ＵＳＢメモリー等の使用を

制限するなどの対策をしております。今後も、個人情報

保護、情報セキュリティポリシーに基づく情報の保護を

図ってまいります。 

 ３件目の住民情報管理のあり方とサービス拡充につい

てのコンビニ利用による利便性向上の検討についてであ

ります。 

 コンビニ利用につきましては、総務省が、電子自治体

の実現に向けた施策の一環として、財団法人地方自治情

報センターと連携し、平成22年度より開始をされており、

平成25年６月１日現在で全国で65団体、道内では音更町

が住民票、印鑑証明等の証明書発行をコンビニの端末を

利用して実施しているところであります。 

 本市では、現在、コンビニ利用はしておりませんが、

窓口における平成24年度の証明書発行の状況につきまし

ては、住民票が１万767件、印鑑証明が7,658件となって

おり、コンビニ交付実施の場合に用いる住民基本台帳カ

ードの発行件数は、平成24年度は87枚、平成25年３月時

点での有効枚数は887枚となり、住民基本台帳人口の

3.71％の普及率となっております。また、窓口における

交付に要する時間は、窓口が混み合う３月末から４月初

めや連休明けに多少待ち時間を生じておりますが、１件

当たり３分程度となっております。 

 コンビニ利用による住民票、印鑑証明等の交付につき

ましては、市民が市役所に足を運ばなくても、閉庁日や

開庁時間以外でも利用できるなどのメリットが考えられ

ますが、その一方で、システム導入費用は約2,000万円、

システム保守費に年間約200万円、運営負担金に年間300

万円、加えて、発行当たりでコンビニ側に支払う委託料

は１件当たり120円であり、高額の経費が必要になること

から、現在のところ、導入は考えておりません。 

 今後、本年５月24日成立の共通番号法に基づき、平成

27年10月から個人番号が通知され、個人番号カードの無

償交付が予定されていることから、利用環境の変化や費

用対効果を的確に把握し、利用の必要性について研究を

してまいります。 

 次に、４件目の各種インターネットサービスの利用に

よる業務の効率化についての将来的なクラウド導入の可

能性についてであります。 

 本市は、ネットワーク上で複数の自治体が共同で業務

システムの運行を行う自治体クラウドを推進する北海道

電子自治体共同運営協議会に参加をしており、同協議会

が進めている北海道自治体クラウドサービスにつきまし

ては、現在、深川市及び弟子屈町など道内５町村で導入

をされているところであります。 

 自治体クラウドのメリットとしては、システムの標準

化、共同開発、共同利用等による経費節減、外部施設に

データ保管することによる災害時の安全確保が挙げられ

る一方、課題といたしましては、自治体独自の業務等へ

の対応が困難であり、通信回線遮断時にはシステムの使

用ができなくなるとともに、導入する場合は既に導入し

ているシステムの更新に合わせた準備を進める必要がご

ざいます。 

 現在、富良野市の住民情報システムは、市役所庁舎内

にサーバーを設置し、各端末から情報にアクセスするこ

とにより証明書の発行業務などを行っておりますが、今

後、クラウド化による業務の標準化、業務継続性、デー

タの安全性等について、現在のシステムとの比較検証を

行うと同時に、近隣自治体の状況も含め調査研究をして

まいりたい、このように考えているところでございます。

以上であります。 
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 大変恐縮でございます。 

 先ほど、寄附金をいただいた方への使途の通知の中で

の答弁に誤りがございますので、御訂正をお願いしたい

と思います。 

 寄附者の意向に沿った形で処理しておりませんと言い

ましたけれども、寄附者の意向に沿った形で処理してお

りますので、使途の通知は行っておりませんに御訂正い

たします。 

○議長（北猛俊君） 続けて、教育用パソコンについて

御答弁を願います。 

 教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

 渋谷議員の２件目の情報機器の管理のあり方について

の２点目、教育用パソコンのＯＳ設置状況と今後の対応

についてお答えをいたします。 

 児童生徒が使用する教育用パソコンにつきましては、

現在、小学校、中学校合わせて355台導入しており、６年

間で更新するように計画的に毎年入れかえを行っており

ます。ＯＳがウィンドウズＸＰのパソコンにつきまして

は、麓郷小中学校、樹海小学校２校で使用しております

が、本年度更新を予定しておりますので、各学校におい

てはウィンドウズＸＰのパソコンは全てなくなることと

なります。 

 また、児童生徒がインターネットで調べ学習をする際

に、有害サイトに誤ってアクセスすることがないよう、

フィルタリングソフトを導入し、児童生徒が使用する全

パソコンにインストールして予防を行っております。ま

た、各学校では、富良野市学校における情報セキュリテ

ィーガイドラインに基づき、全てのパソコンを適切に管

理運営しているところでございます。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問はございますか。 

 １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） では、順次、質問をしてまいり

ます。 

 まず、寄附金の取り扱いと市民参加についてのところ

でございます。 

 メリット・デメリットという聞き方もさせていただい

たのですけれども、特段、デメリットというような言い

方はされていなかったと認識をしておりますので、寄附

金というものについては、メリットというか、利点のほ

うが占めているということを理解させていただきまし

た。 

 この中で、ＰＲ内容についての充実というところでお

話しさせていただいたのですが、その中での御回答とい

うのは、ホームページ、それから、東京ふらの会でお話

をするというところであったのですけれども、なかなか

それ以外の方の目に届くようなことというのは、僕は少

ないのではないかなというふうに思います。 

 僕もほかの市の事例をいろいろと確認させていただい

たのですけれども、パンフレットといいますか、Ａ４判

で、こういった事業、例えばふるさと納税というのがあ

りますと、そこには具体的な項目も書いて少しでも寄附

についての興味を持っていただけるような形で行ってい

る自治体もございます。 

 こういったことを踏まえまして、いま、私が提案した

ところの御見解について伺います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

いたします。 

 ふるさと納税制度の本来の趣旨でございますが、大都

市と地方における税収の格差の解消というふうなことで

存じております。そういった中で、その趣旨を市政の中

で忠実に反映させていくとすれば、やはり、一つは、富

良野から東京あるいはそれ以外の大都市、そういったと

ころに出られている方に、富良野、ふるさとを思ってい

ただくということが肝要かというふうに考えています。

そういった意味では、富良野出身者が大変多うございま

すので、東京ふらの会といった中で、ぜひ、富良野に納

税をしていただく、寄附をしていただくということ、こ

れが本来の趣旨の一つかと考えております。 

 あわせて、富良野に対する応援団といった意味では、

渋谷議員がおっしゃっておられますホームページや、い

ろいろなパンフレットといった中での紹介による応援と

いうものも考えられるとは思います。ただ、本市といた

しましては、やはり、基本として富良野出身者を中心に

納税をしていただくと。 

 それから、デメリットの部分はあえて答弁してござい

ませんけれども、大都市部においては、地方に対して納

税をすると住民税等において減免があるということで、

それが課題となっております。本市におきましては、基

本的に富良野に住んでおられる方は、移住者も含めて富

良野を愛していただき、本市に納税をしていただくとい

うふうなことを基本に考えておりますので、あえてデメ

リットは申し上げてございません。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） 本来の趣旨の一つとして、外に

出られている方に対して、ふるさと感じてほしいという

ところだということなのですけれども、私が最初にお話

しさせていただいたところで、交流人口が非常に多いま

ちである、そして、定住自立圏の形成を念頭に置いてい

るということからすると、いわゆる外に出ていかれた方

にふるさとを感じていただくことももちろん一つありま

すが、さらには、来ていただいている方に対してもふる

さととして感じていただいて、そして、富良野のために

というふうにも考えらます。ただ、そういうスキームと
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いったものは、いまは目にすることがほとんどなくて、

その流れができないようなのです。 

 ですから、私としては、パンフレットという形を通じ

てできるだけ多くの方が富良野のまちづくりの趣旨を理

解して、そういった寄附をしていただけるような形を考

えてはどうかというふうに御提案したのですけれども、

いかがでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

いたします。 

 議員のほうから御提案がございましたパンフレット等

でございますが、基本的には、改めてふるさと納税とい

うふうなことを銘打ってパンフレット等をつくる考えは

ございません。他市の事例で課題、問題点がいろいろ出

てくる中では、ふるさと納税という寄附欲しさに、目当

てにそういったパンフレットをつくって、経費をかけて

というふうなことがありますが、そういったことに経費

をかけるのが果たしていいのだろうか、そういった課題

も出されているところもございます。 

 そういった意味では、いろいろな機会を使いまして、

ふるさと納税についてＰＲをして御協力をいただくとい

うふうなことは心がけてまいりたいと考えております。

以上でございます。 

○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） 僕としては、パンフレットをつ

くることで、非常に経費がかかり過ぎて、それが後ろ向

きになるようなことは決してないと思います。パンフレ

ットをつくることによって逆にまちに対しての思いとい

うのを深めていただくなど、僕はプラスの面のほうが強

いというふうに思っております。この事業を進めて、積

極的に導入することによって歳入というのはふえるわけ

ですね。どんどんＰＲすることによって歳入がふえると

いうことが考えられるのでしたら、研究というよりも、

実際に早く実施されたほうがいいのではないかというふ

うに思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

いたします。 

 早くやってはどうかというふうな趣旨かと思います

が、やはり、富良野に対する応援団、そういった大きな

くくりの中で物事を考えていく必要があると、要は中身

だと思います。そういった意味では、先ほどから市長も

答弁させていただいておりますが、富良野は、農村観光

環境都市づくりというふうなことで、具体的な施策、そ

して、その成果が着実に上がっているといった状況づく

りによって、富良野はいいまちなのだと、あるいは、富

良野に住んでいる市民の皆さんが、私たちのまちは本当

にいいまちだというふうな形で喜んで寄附あるいは納税

していただける、そういった環境づくりが一番大切だと

思います。ですから、そういったことを基本に、いろい

ろな機会を通して情報提供等を進めてまいりたいという

ふうに考えております。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） いろいろと考えていただけると

いうことをお聞きできましたので、次に、２件目の情報

機器の管理のあり方についてのほうに進めさせていただ

きます。 

 いわゆる業務用パソコンや教育用パソコンの中で、業

務用は、いま、320台のうちＸＰと言われるものが60台残

っていて、ことしは30台をかえ、来年は30台をかえると

いうことですので、平成26年度当初においても30台が残

ります。つまり、私が思うところでは、平成26年４月９

日以降のサポート終了でもそれが存在し、使用するとい

うことだというふうに思っております。これについては、

いわゆる危険性について、私は何かあるのではないかな

というふうに思うのですけれども、その対処についてお

伺いいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

いたします。 

 庁内ＬＡＮにつながっているパソコンについて、現在、

ＸＰが60台、本年度は30台が更新で、新年度は30台を更

新ということで、残っている30台について危険性がない

のかという御質問かと思います。 

 先ほどの答弁でもお答えさせていただいております

が、庁内ＬＡＮのインターネットに関しましては、ファ

イアウオール、いわゆる防御壁、ウイルス関係について

はこれを使って侵入しないような形をとっています。そ

ういった中で、ＸＰだけではなくて、ウィンドウズ７あ

るいはウィンドウズ８も実を言うとそのファイアウオー

ルのかさの中に入っております。ただ、一つ言えること

は、たとえＸＰ以外の機種であっても、万が一、非常に

悪質な高度な状況の中でウイスルが侵入すれば危険性が

あります。これは、例えば国のいろいろな省庁あるいは

国防関係といったところについても侵入者が後を絶たな

いという例をとって考えても、危険性に対して100％完璧

かどうかというふうな部分では、完璧とは言えないと考

えています。 

 １点だけ言えるのは、万が一、ウイルス等が入ってき

たときのセキュリティー用の更新プログラムが配付され

るかどうかで、後始末が簡単かどうかというふうなこと

になってくるかと思います。そういった意味では、新年

度の早い時期に残り30台を更新してしまうというふうな
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考えでおります。ただ、データそのものについては、フ

ァイルサーバーという別置きのコンピューターに入れて

おりますので、安全性は確保されていると考えておりま

す。そういったことで、現在のところ、支障はないとい

うふうに判断をいたしております。 

○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） 大切な情報は安全が担保されて

いるという答弁というふうに承りましたので、次の質問

に移らせていただきます。 

 住民情報のあり方とサービス拡充についてのほうに行

かせていただきますが、先ほどの住民基本台帳のカード

について富良野市は大体3.7％ぐらいだと、全道平均も大

体これぐらいだというふうに僕も認識させていただいて

おります。なかなか少ない枚数の普及なのだというふう

に思います。 

 先ほどの答弁でもありましたけれども、マイナンバー

制度というのが平成28年１月から導入されるということ

ですが、秋ごろから市区町村が国民全員に通知カードと

いうものを郵送されるそうで、その中で、希望される方

がＩＣチップ入りの個人番号カードを送られると、調べ

るとそういうふうになっておりました。ということは、

住基カードのときもそうだったのですけれども、このカ

ードを渡すときといいますか、いわゆる通知カードから

個人番号カードに橋渡しをするときにどういうふうに伝

えるかというところで、このカードの普及率というのは

すごく変わってくるのではないかと思っております。で

すから、いわゆる各自治体の対応の中で、この部分とい

うのは非常に変わってくるのではないかということを僕

は言いたいわけです。 

 先ほどのコンビニの部分については、2,000万円もかか

るから、あるいは、200万円、300万円、１枚120円かかる

という話もされて、高価なのでなかなか実現を考えてい

ないということなのですけれども、意向調査、いわゆる

住民がどういうふうに捉えているかというようなところ

をひとつ確認しておきたいな、すべきだなというふうに

僕は思っているのです。その意向についての確認なしに、

こういうふうにしないというような見解を出すはいかが

なものかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

いたします。 

 まず、意向調査というふうなことでございますけれど

も、やはり、意向調査に行く前に、国の状況、それから

道内の状況、そして、道内においても音更町が先行事例

としてやっておりますので、その利用状況といったもの

をしっかり把握する中で、ある程度、見込みが立つ中で

意向調査をしていかないと、やみくもに意向調査をやっ

てもその結果というのは芳しくないということも十分考

えられると思います。 

 それともう一点は、意向調査の中では、やはり、何の

ためにということも当然問われてくる話だと考えており

ますので、そういった意味でも、まずは、道内の先行の

利用状況について、誰が、どのような形で、何のために

使っているのかというふうな部分を把握してまいりた

い、そのように考えております。 

○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） この件については、私ももう少

し研究して、改めて質問してまいりたいと思います。 

 ４件目に移ります。 

 各種インターネットサービスの利用による業務の効率

化についてということで、自治体クラウドを上げさせて

いただいております。 

 現在、次の更新に合わせていろいろ比較検討していき

たいというようなことでお話を伺ったつもりです。179

団体の市町村がある中で、自治体の協議会というものに

対してほとんどが加入されております。その中で、いろ

いろやるに当たって、あるいは、いまはいろいろと情報

機器の高度化が進んでいて、情報通信技術についても同

じですが、これに係ってＩＣＴを活用できる人材やメン

テナンスのできる人たちが不足していくのではないかな

という懸念を私は持っております。 

 こういう最先端のＩＣＴを利活用できる人材の育成に

ついて、内部で育成するのか、外部委託を考えていくの

か、その辺の考え方を伺いたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

させていただきます。 

 情報関連のシステムの構築あるいは導入に関して、職

員を内部で育成するのか、あるいは、外部委託にするの

かという御質問の趣旨かと考えております。 

 いままでも、総務課地域情報係ということで、庁内に

おけるシステムについては、現場の考えを踏まえた形の

中でシステムを導入すると。ただ、その中で、具体的な

作業手順等に関しましては、やはり、システムを納入す

る事業者のほうが全国のいろいろな事例等を含めてノウ

ハウを持っていますので、そういった部分については外

部に委託をするといった基本的な考え方の中で進めてき

ております。また、そういった中で、庁内におけるそれ

ぞれシステムの整合性の部分に関しての交通整理につい

ては今後も自前で行うべきということで考えております

けれども、それ以外の専門的な部分については、やはり、

共同でできる部分については共同の形もとりながら外部

委託といったことを考えていきたい、このように考えて

おります。以上でございます。 
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○議長（北猛俊君） １番渋谷正文君。 

○１番（渋谷正文君） 状況によって、外部委託も使い

ながら、基本的には内部で整理をかけていくというふう

に私は聞き及びました。 

 この自治体クラウドというのは、基本的には、事務の

効率化とか、いわゆる人をかける部分での効率化とか、

事務の共通化とか、いろいろな形でその効果を出してい

くものだというふうに理解しております。そういったと

ころで、一部負担ということで、預けるところは預けて

しまって進めるものだというふうに私は理解していま

す。 

 その中で、これからどういうふうに進むかというとこ

ろは、具体的にはまだ検討中というお話をされておりま

すので、この件については、また検討された後の経過を

見ていきたいというふうに思っておりますけれども、１

点だけ、最後にお伺いいたします。 

 クラウドを導入すると、新しい住民サービスというの

はどういうものがあるのかというようなところも、住ん

でいる側からすると聞きたいというところであります。

見ると、例えば、施設予約や電子申請の拡充サービスと

いったものが新しく自治体クラウドを導入することによ

ってメニューとしてあるのだなというふうに思っており

ますけれども、こういうメニューが現在の検討の中に入

っているのかどうか、お聞きしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

 総務部長近内栄一君。 

○総務部長（近内栄一君） 渋谷議員の再質問にお答え

させていただきます。 

 基本的な住民情報といったサービス以外に、新たなも

のとして施設予約といったサービスが付加される、そう

いった考えで検討を進めているのかというふうな御趣旨

だと思います。 

 まずは、現在の段階では、既に入っております住民情

報あるいは財務、家屋評価、道路管理といった各種シス

テムが入っております。こういったものに関しましては、

比較的、自治体共同でできるような研究がこの協議会の

中でも進んでいるというふうに伺っております。 

 ただ、それぞれの自治体固有の物の考え方の中で、う

ちはこういったシステムを入れていきたいといった部分

につきましては、まだまだ検討の余地があるのかなとい

うふうに把握しておりますので、決してそういった部分

について否定するわけではございません。将来的に住民

サービスにつながるような形で、なおかつ、共同化によ

って経費が節減されるというふうな状況が非常に望まし

いわけですので、そういった部分も含めて、富良野市と

してどういった形が必要なのか、そのあたりを総合的に

判断してまいりたいというふうに考えております。以上

でございます。 

○議長（北猛俊君） よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で、渋谷正文君の質問は終了

いたします。 

───────────────────────── 

散  会  宣  告 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 以上で、本日の日程は終了いたし

ました。 

 明18日の議事日程は、お手元に御配付のとおり、広瀬

寛人君、関野常勝君、石上孝雄君、日里雅至君の一般質

問を行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 

午後３時38分 散会 
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